


































■琉球の帰属をめぐる日清間交渉、沖縄県の設置、尖閣諸島の編入   
西暦 年号、月、日 できごと 該当箇所 
1859 年 安政 6 美里間切・役人の大城永保、久米赤島・久場島・魚釣島探査 3 章 71 頁 
1871  明治 4.12 宮古島島民遭難事件（琉球漂流民殺害事件、台湾蕃社事件）  6 章 204、206 頁 
1872 明治 5.10 明治政府、「冊封の詔1」で琉球国王尚泰を琉球藩王に封じ華
族に列し、琉球を外務省の管轄に（「第一次琉球処分」） 
6 章 204、209 頁 





  明治 6.3 岡山の漂流民が台湾で略奪される。小田県漂流民事件 6 章 209 頁 
  明治 6.6.21 清国総理各国事務衙門総領大臣奕訴（恭親王）、台湾蕃社事件
に関する日本の抗議に「台湾東部の生蕃は化外の者で清国政
教の及ばぬ所」と回答 
6 章 204 頁、 
206～209 頁 
1874 明治 7.5 台湾出兵 6 章第 1、2 節 
1874 明治 7.7 明治政府、琉球藩を外務省から内務省の管轄に移行 6 章 208 頁 
  明治 7.10 日清両国互換条約を締結 6 章第 1、2 節 
1875 明治 8.5.9 日本政府、琉球藩の清国関係断絶を決定 6 章 204、207 頁 
  明治 8.7 政府、内務大丞松田道之を琉球に派遣。7月 14日、松田が琉
球藩に対し清国との断絶を令達 
6 章 204 頁 
1879 明治 12.3 政府、松田道之処分官を琉球に派遣。松田、27日、首里城で
琉球藩を廃し、沖縄県設置を通達。31日、首里城を接収 
6 章 204 頁 
  明治 12.4.4 日本政府、琉球藩廃止と沖縄県設置を全国に布告(いわゆる狭
義の「琉球処分」) 
6 章 204 頁 
  明治 12.7 グラント前米大統領来日。翌 1880年、清国と分島改約交渉 6章 205～218頁 
1884 明治 17.3 古賀辰四郎が尖閣諸島を「探検」したといわれるが、史実で
はない 
2 章 62～63 頁  
1885 明治 18 山縣有朋内務卿、西村捨三沖縄県令に沖縄県近海無人島取調
を内命 
3 章 66 頁 
  明治 18.9.22 西村沖縄県令、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建設（日
本への編入）の内命に対する懸念を山県内務卿に上申。沖縄
県側が自発的に国標建設を上申したわけではない 
3 章 1 節 
  明治 18.10.9 山県有朋内務卿、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建設を
井上馨外務卿に照会 
3 章 72 頁 
ii 
 
1885 明治 18.10 沖縄県令の指示で石沢兵吾ら出雲丸による尖閣諸島実地調査 3 章 71、75 頁 
1885 明治 18.10.21 井上外務卿が、清国の疑念を招く恐れがあるため、国標建設
と開拓着手は他日の機会に譲り、先の大東島の踏査と今回の
踏査は官報や新聞に掲載すべきでないと山縣内務卿に回答 
3 章 72～74 頁 
  明治 18.11.5 森長義県令代理が西村県令名義で魚釣島外二島実地取調、本
県所轄の標札建設を山縣内務卿に上申 
3 章 76 頁 
  明治 18.11.24 西村県令、管下無人島への国標建設をどうすべきか（暗に撤
回を要請）を山縣、井上に上申 
3 章 79 頁 
  明治 18.11.30 山縣内務卿、国標建設は不要と井上外務卿に照会。12月 4日、
井上、同意と山縣に回答 
3 章 80 頁 
  明治 18.12.5 日本政府、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建設について
は「目下建設を要せざる」と決定。尖閣領有の見送りを決定 
3 章 80 頁 
1886 明治 19.3.5 山縣内務卿、沖縄を視察。『南航日記』に魚釣島ではなく、「釣
魚嶼」と中国名の島名を記録 
3 章 82 頁 
1890 明治 23.1.13 丸岡莞爾沖縄県知事、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建
設を上申 
3 章 84～86 頁 
1893 明治 26.11.2 奈良原繁沖縄県知事、久場島・魚釣島への国標建設を上申。
それまでの上申には含まれていた久米赤島には言及せず 
3 章 87～89 頁 
1894 明治 27.8.1 日清戦争勃発。1895年 3月 30日、日清休戦条約調印 3 章 90 頁 
  明治 27.12.27 野村靖内務大臣、久場島・魚釣島への所轄標杭建設を陸奥宗
光外務大臣に問い合わせ 
3 章 94 頁 
1895 明治 28.1.11 陸奥外務大臣、野村内務大臣からの久場島・魚釣島への所轄 
標杭建設の閣議提出に同意 
3 章 94 頁 
1895 明治 28.1.14 政府は、久場島・魚釣島を沖縄県所轄と定め、国標建設を認
める件を閣議決定。1月 21日、沖縄県知事へ指示。尖閣諸島
領有の閣議決定 
3 章 65、95 頁 
  明治 28.4.17 日清媾和条約（講和条約、下関条約）締結。台湾割譲 6章 218～220頁 
  明治 28.6.14 古賀辰四郎、尖閣諸島の官有地拝借願を申請。翌年 8月許可 3 章 104 頁 
1896 明治 29.3.5 勅令第 13号で沖縄県の区制と郡編成を公布。ただし「八重山
郡」には尖閣諸島の島名の文字はなく領有根拠にならず 
3 章 3 節 
1900 明治 33 沖縄県師範学校教諭の黒岩恒が魚釣島等を探検し、「尖閣列
島」と命名 
4 頁 
1907 明治 40.8.19 福岡鉱山監督署、古賀辰四郎に対し尖閣列島での燐鉱（グア
ノ）採掘願を許可 
4 章 147 頁 
iii 
 
1919 大正 8 中国漁船が魚釣島に漂着、古賀善次ら遭難者を救助。翌年 5
月 20日、石垣村村長豊川善佐・古賀善次らに対し中華民国駐
長崎馮領事が感謝状贈呈。日本の領有根拠として用いられる 
3 章 95 頁、 
4 章 105 頁 
1921 大正 10.7.25 久米赤島を大正島と命名し、国有地とすることを官報で発表 3 章 96 頁 
1926 大正 15.8 古賀善次、大正島以外の尖閣列島４島の１年毎の更新有償借
入れ契約成立 
4 章 131 頁 
1932 昭和 7 政府は、古賀善次に貸与中の魚釣島、久場島、北小島、南小
島を有償で払下げ 
4 章 131 頁 
        
■米軍の沖縄占領   
1945 昭和 20.4.1 米軍、沖縄本島に上陸 1 章 29 頁 
1946 昭和 21.1.29 GHQ、北緯 30度以南の南西諸島を日本から分離 1 章 28 頁 
1950 昭和 25.3.～4 琉球大学調査団、尖閣諸島魚釣島の生物相調査   
  昭和 25.8.4 米民政府、沖縄群島組織法公布、尖閣は八重山群島の一部   
1951 昭和 26.9.8 日本国との平和条約（対日平和条約、サンフランシスコ平和
条約、講話条約とも呼ばれる）調印 
1 章 38 頁 
1952 昭和 27.2.29 米民政府、布令第 68号（琉球政府章典）公布、尖閣諸島を含
む行政管轄を決定 
4 章 131 頁 
  昭和 27.3～4 第２次琉球大学調査団、尖閣諸島魚釣島の生物調査   
1953 昭和 28.7～8 第３次琉球大学調査団、尖閣諸島魚釣島の生物調査   
  昭和 28.12 米民政府、布告第 27号で、尖閣諸島を含める琉球列島の地理
的境界の再指定 
4 章 131 頁 
1954 昭和 29.2.15 水産庁の立川宗保漁政部長、（島名を誤って）魚釣島を「漁釣
島」と答弁。尖閣諸島に関連する最初の国会答弁 
2 章 43 頁 
1955 昭和 30.3.2 第三清徳丸事件。魚釣島海域で第三清徳丸に対し中華民国旗
を掲げるジャンク船が銃撃。4名の乗組員が行方不明となり、
船長を含む 2名が射殺されたが、犯人は捕まらなかった 
2 章 45～50 頁 
1955 昭和 30.7.26 中川融アジア局長、第三清徳丸事件に関して「琉球の南の方
の台湾に近い島、非常に小さな島」と答弁。尖閣諸島の島名
を答えられず 
2 章 45 頁 
  昭和 30.10 米軍、久場島を演習地と決定。1956年 4月、米軍、大正島も
演習地と決定 
2 章 44 頁、 
4 章 131 頁 
1958 昭和 33.7.1 米沖縄高等弁務官、久場島を軍用地に指定、古賀善次は米軍
と地代契約締結 
4 章 131 頁 
iv 
 
1961 昭和 36 東海大学の新野弘教授、論文「東中国海および南中国海浅海
部の沈積層」を発表。石油埋蔵の可能性を指摘 
2 章 50 頁 
1963 昭和 38.5 第４次琉球大学調査団、尖閣諸島魚釣島の生物相調査   




1967 昭和 42.6.20 渡部一郎代議士、「尖閣群島に先ごろから台湾の人が住みつい
て」いることを質問。塚原敏郎総理府総務長官は「何ら報告
を受けておりません」と答弁 
2 章 50、51 頁 
  昭和 42.7.12 佐藤栄作首相、尖閣について潜在主権があるとは言及せず、
「施政権者から話さすのが本筋だ」と答弁。尖閣諸島に関す
る最初の首相の答弁 
2 章 51 頁 




2 章 51、52 頁 
  昭和 43.8.2 琉球政府、南小島を巡検、不法上陸者 45名に対し退去命令、
以後、米民政府は不法入域取り締まりのため軍用機による哨
戒、琉球政府も巡視艇の定期パトロールを実施 
4 章 131 頁 





4 章 126 頁 
        
■尖閣諸島をめぐる対立   
1969 昭和 44.5.9 石垣市、尖閣諸島の行政管轄のために尖閣 5島に標識を設置 4 章 131 頁 
  昭和 44.5～7 総理府、第１次学術調査団（団長新野弘）派遣、尖閣諸島海
域の海底地質調査 
4 章 140 頁 
  昭和 44.7.17 台湾当局、台湾海岸に隣接する領海外の大陸棚に存在する天
然資源に対する主権行使の声明 
  
  昭和 44.8.29 防衛庁、防空識別圏 ADIZの飛行要領を設定、9月 1日施行。
ただし沖縄列島、尖閣諸島海域は米軍の管轄。 
5 章 171 頁 
1970 昭和 45.4.15 山中貞則総理府総務長官が参議院予算委員会分科会で「明ら
かに石垣島に属する島でございまする」と、初めて尖閣の帰
属を答弁 
2 章 54 頁 
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1970 昭和 45.7 米民政府、不法入域者に対して処罰警告板を設置 4 章 131 頁 
 昭和 45.7 琉球政府、北小島で領海侵犯の台湾漁船に対し退去命令   
 昭和 45.7.11 琉球政府、魚釣島に上陸の台湾漁民、黄尾嶼沖合で作業中の
台湾人に退去命令 
  
  昭和 45.7 台湾当局、パシフィック・ガルフ社に石油探査権許可。8月 7
日、パシフィック・ガルフ社が地質調査開始の声明。8月 10
日、愛知揆一外相、中華民国政府の措置は無効と答弁 
2 章 55、56 頁 
  昭和 45.8.10 愛知揆一外相、尖閣列島は「南西諸島の一部である」と初め
て答弁 
2 章 55 頁 
  昭和 45.8.31 琉球立法院、決議第 12号「尖閣列島の領土権防衛に関する要
請議決」を採択、日米両政府に要請。尖閣列島の領土権を初
めて明言 
2 章 57、58 頁 
  昭和 45.9.2 台湾水産試験所の海憲丸が釣魚台に青天白日満地紅旗（中 
華民国国旗）を建て領土権を主張。9月 15日、琉球政府が日
本・米国両政府と打ち合わせ同旗を撤去 
5 頁、4 章 138 頁 
  昭和 45.9.5 台湾外交部長魏道明、立法院で「釣魚台など 5島は国民政府
に属する」と発言 
2 章 59 頁 
  昭和 45.9.7 外務省山崎敏夫参事官、尖閣列島を「わが国の領土である」
と初めて明確に答弁 
2 章 58 頁 
  昭和 45.9.10 琉球政府が尖閣列島領有権と大陸棚資源開発主権を主張 2 章 60 頁 
  昭和 45.9.10 マクロスキー米国務省報道官が「対立は関係当事者間で解決
されるべき」と表明。国務省「中立の立場」をうかがわせる 
4 章 108 頁 




2 章 59 頁 
  昭和 45.10.23 台北駐在日本大使板垣修が中華民国外交部次長沈劍虹と会
談。板垣は、勅令第 13号は尖閣の領有根拠ではなく、1895
年の閣議決定が領有根拠だと伝える 
3 章 98、99 頁 
  昭和 45.10 在米中国人留学生が日本の釣魚台群島領有権の主張と、これ
への米国の同調に抗議して釣魚台保衛行動委員会結成 
4 章 109 頁 






1970 昭和 45.12.30 北京放送、釣魚群島は 1556年に胡宗憲が倭寇討伐総督に任命
された当時、その防衛範囲にあったと指摘 
  
1971 昭和 46.1. 釣魚台保衛行動委員会がワシントンの日本大使館、ニューヨ
ーク、ロサンゼルス、サンフランシスコ各地の日本総領事館
に対し抗議デモ 
4 章 109 頁 
  昭和 46.2.23 台湾当局外交部長魏道明、立法院で「釣魚台群島は歴史・地
理・使用実態から中華民国の領土」と表明 
  




 昭和 46.4. ワシントンで華商・中国人学生 2500人が「釣魚台群島は中国
領土であり、米・日反動派による侵略に抗議する」集会 
  
  昭和 46.4.10 台湾当局外交部、「釣魚台はわが国領土の一部であり、米軍施
政終了の時点でわが国に返還すべきである」と主張 
  
 昭和 46.5.23  在米華人による意見広告「保衛釣魚台」が『ニューヨーク・
タイムズ』に掲載される 
4 章 109 頁 
 昭和 46.6.11 「中華民国外交部 琉球群島と釣魚臺列嶼問題に関する声明」
沖縄返還には「極めて不満」、釣魚臺列嶼の領土主権を放棄で
きないと表明 
6 章 225、226 頁 
  昭和 46.6.17 沖縄返還協定調印。ブレイ米国務省報道官は、尖閣諸島が日
本に返還されても、中華民国の根源的な主張は損なわれない
と述べ、米「中立政策」を明言 
4 章 110 頁 
  昭和 46.6.17 台湾当局外交部、釣魚台列嶼の主権声明   
  昭和 46.6.29 台湾軍部が魚釣島周辺海域を 3時間半にわたり巡視。7月 2
日、公式発表 
  
1972 昭和 47.2.10 台湾、釣魚台などの島嶼を台湾省宣蘭県の管轄に編入。11日、
『中央日報』が報道、17日、日本、かかる措置に厳重抗議 
5 章 170 頁 










  昭和 47.4.17 荒畑寒村、井上清、羽仁五郎ら、「日帝の尖閣列島阻止のため
の会」結成。尖閣列島は「中国固有の領土である」と主張 
  
1972 昭和 47.5.2 日本、領海及接続水域法公布、領海 12カイリ設定、200カイ
リ漁業専管水域令公布。6月 17日施行 
  
  昭和 47.5.3 防衛庁、沖縄の防空識別圏 ADIZとして沖縄本島とともに尖閣
諸島を含む 3万 4000平方キロを決定。10日公布、15日実施 
5 章 170 頁 




1975 昭和 50.10.22 宮澤喜一外相、「いわゆるたな上げというような形で日中の条
約交渉が行われているという事実はございません」と答弁し、
初めて「棚上げ」を否定 
4 章 151 頁 




328 頁、注 696 









1979 昭和 54.5.31 鄧小平中国副総理が釣魚島共同開発の発言   
1985 昭和 60.4.22 安倍晋太郎外相、「尖閣諸島の領有権をめぐって解決すべき問
題はそもそも存在しない」と答弁し、領土問題の存在を初め
て否定する 
4 章 150 頁、 
5 章 154、155 頁 
    
■尖閣諸島海域の対立事件   
1988 昭和 63.6. 「日本青年社」魚釣島に第 2灯台建設   
1992 平成 4.2.25 中国、領海法公布、釣魚島を中国領土と明記 7 章 240、241 頁 
        
■第２次保釣運動   
1996 平成 8.7.14 「日本青年社」北小島に簡易灯台建設 6 頁 





1996 平成 8.9.24 日中外相協議。日本側が灯台は事実上、不許可と通告、収拾
合意 
  






1997 平成 9.5.6 新進党の西村真悟衆議院議員ら 3 名が魚釣島に上陸   
        
■中国海洋調査船事件ほか   
1998 平成 10.4～5 中国海洋調査船奮闘７号が先島諸島周辺から尖閣諸島北方に
いたる海域で 3度の日本領海侵犯。海上保安庁巡視船が警告 
  
2004 平成 16.3.24 中国人活動家７人が魚釣島上陸。小泉内閣は、逮捕後に中国
に強制送還 
5 章 167、168 頁 
2008  平成 20.12.8 中国の公船が初めて尖閣諸島の領海内を航行 5 章 175 頁 





5 章 168、169 頁 
2012 平成 24.9.11 野田佳彦内閣、埼玉県在住の私人より魚釣島・北小島・南小
島を購入。尖閣諸島「国有化」 
7 章 230 頁 
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7 月 1 日、安倍晋三内閣は、閣議決定により従来の憲法解釈を変更し、限定的な集団的自衛
権の行使を容認した。 
安保関連法案はこの同閣議決定を立法化したものであるが、同法案が国会に提出5される
前の 2015 年 4 月 27 日、米国ニューヨークにおいて、日米安全保障協議委員会（Japan- United 
States Security Consultative Committee, SCC、「2＋2」閣僚会合）が開催され、新たな「日米防
2 
 
衛協力のための指針（Guidelines for Japan-U.S. Defense Cooperation）」（以下、新ガイド
ライン）が承認された。この新ガイドラインこそが、安保関連法案によって法的に行使が
可能となった集団的自衛権に基づいた日米協力を具体的に先取りした合意文書である。




















2009 年 8 月 31 日に執行された第 45 回衆議院議員総選挙で民主党は 308 議席を獲得し、
自由民主党（以下、自民党）は結党以来、初めて比較第一党の地位を失い、政権交代が実




民主党政権下における、尖閣諸島にまつわる大きな事件としては、2010 年 9 月に発生し






































北小島・南小島という大小 5 つの島と 3 つの岩礁17から成る総面積で約 6 平方キロメートル
の島々の総称である。台湾および中国との領有権問題が顕在化した 1970 年頃は、尖閣列島
と呼ばれることが多く、尖閣群島などとも呼ばれてきた。 



















































  位置 北緯 25 度 45～46 分、東経 123 度 30～32 分。 
地形 地質は水成岩。最高峰は奈良原岳 363 メートル、屏風岳 321 メートル。 
  規模 東西 3.5 キロメートル、面積 3.81 平方キロメートル。島の周囲 1 万 1128 メート
ル。 
  備考 明治時代以前に人が住み着き、開発した形跡はない。1900 年代後半に古賀村が生
まれた。元所有者は古賀善次であり、埼玉県在住の私人の私有地であったが、
2012 年 9 月 11 日に日本政府が購入した。1970 年に台湾水産試験所の海憲丸が
接岸し、中華民国旗を掲揚した。1973 年 5 月に日本人民族派青年が上陸した。







1982 年 8 月、「日本青年社」の者が上陸し、1988 年 6 月に第二灯台を建てた。






 久場島 （チャウス島、琉球名：クバシマ・こうびしょう、中国名：黄尾嶼・HUANG-WEI-YU） 
  位置 北緯 25 度 55 分、東経 123 度 40～41 分。 
地形 地質は火山岩。最高峰海抜 118 メートル。 
  規模 面積 0.91 平方キロメートル。島の周囲 3,491 メートル。 
  備考 明治時代以前に人が住み着き、開発した形跡はない。1900 年代後半に古賀村が生
まれた。元所有者は古賀善次であり、現所有者は埼玉県在住の私人である。第
二次世界大戦後は、1958 年以降、米軍の演習場として活用された。1970 年 6
月に不法入域者が退去させられた。2012 年 9 月の「国有化」の際、政府はこの





  位置 北緯 25 度 53 分、東経 124 度 34～35 分。 
地形 地質は水成岩。最高峰海抜 84 メートル。 
  規模 面積 0.06 平方キロメートル。島の周囲 980 メートル。 
  備考 1895 年の閣議決定により日本に編入された久場島・魚釣島とは異なり、同島が日
本に編入されたのは 1921 年である。これまで人が住み着き、開発した形跡はな




  位置 北緯 25 度 44～45 分、東経 123 度 35 分。 
地形 地質は水成岩。最高峰海抜 129 メートル。 
  規模 面積 0.31 平方キロメートル。島の周囲 3,120 メートル。 
  備考 明治時代以前に人が住み着き、開発した形跡はない。元所有者は古賀善次であり、
2012 年 9 月 11 日に埼玉県在住の私人より日本政府が購入した。1996 年 7 月、
「日本青年社」が簡易灯台を建設し、台風で倒壊したために 9 月再建した。 
 
南小島 （琉球名：シマグワー・鳥島、中国名：NAN-HSIA0-TAO・NAN-XIAO-DAO） 
  位置 北緯 25 度 44 分、東経 123 度 35 分。 
地形 最高峰海抜 148 メートル。 
  規模 面積 0.40 平方キロメートル。島の周囲 2,610 メートル。 
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  備考 明治時代以前に人が住み着き、開発した形跡はない。元所有者は古賀善次であり、




  位置 北緯 25 度 48 分、東経 123 度 36 分。 
地形 海抜 24 メートル。 
規模 面積 0.03 平方キロメートル。島の周囲 810 メートル。 
  備考 危険で上陸できない。土地台帳に記載なし。官有地。 
 
沖ノ南岩 （別称：Pinnacle、中国名：CHUNG-NAN-YEN・CHONG-NAN-YAN） 
  位置 北緯 25 度 47 分、東経 123 度 37 分。 
地形 海抜 5 メートル。 
規模 面積 0.01 平方キロメートル。島の周囲 420 メートル。 
  備考 危険で上陸できない。土地台帳に記載なし。 
 
飛瀬 （とびせ、中国名：FEI-LAI） 
  位置 北緯 25 度 45 分、東経 123 度 33 分。 
地形 海抜 3.4 メートル。 
規模 面積 0.002 平方キロメートル。島の周囲 390 メートル。 



















































い――東シナ海における海床境界と海外投資の法的諸問題（“Trouble Over Oily Waters: Legal 
Problems of Seabed Boundaries and Foreign Investments in the East China Sea”）」の中で、尖閣諸








例えば、日本の国際法学者は、1895 年 1 月 14 日の閣議決定によって尖閣諸島の久場島
と魚釣島を沖縄県に編入し、標杭建設を認めたことは国際法上の「無主地先占」、すなわち
「先占の法理」を根拠にしていると主張する。内務卿山縣有朋による「沖縄県近海無人島
巡視取調」と「国標建設」の内命を受けた沖縄県令西村捨三が、1885 年 9 月 22 日、久米
赤島・久場島・魚釣島への国標建設についての懸念を上申した。これは、従来、西村沖縄
県令が国標建設つまり領土編入を自発的に上申したと言われてきたが、村田忠禧は『史料











った。そこで丸岡莞爾沖縄県知事は、水産業の取り締まりのため、1890 年 1 月 に内務大
臣宛に、無人島魚釣島ほか 2 島を八重山島役所の所轄にしてほしいとの伺いを出し、さら
に 1893 年 11 月にも、奈良原繁知事も内務、外務両大臣宛に同様の上申をした。しかし、
政府はいずれにも回答を示さなかった。また、1894 年には、古賀辰四郎が内務、農商務両
大臣に尖閣諸島開拓の許可を願い出たが、認められなかった78。 1894 年 8 月 1 日、日清
戦争が勃発し、その年末には勝敗がほぼ決定していた。 そのような情勢下にあった同年 12 
月 27 日、野村靖内務大臣は、1885 年当時とは事情が異なるとして、「久場島及び魚釣島
へ所轄標杭建設の件」の閣議提出について、陸奥宗光外務大臣の意見を求めた。翌 1895
年 1 月 11 日、陸奥外相は、外務省としては別段異議がない旨回答した。 かくして本件
は、1895 年 1 月 14 日の閣議に提出され、沖縄県知事の上申通り、「久場島及び魚釣島」
を同県所轄とし、標杭建設を許可する閣議決定がなされた79。 

















































































の論点はあるが、政治的な実現可能性も含めて、第 7 章で検討したい。 
















意書への答弁書を閣議決定したのは、2010 年 6 月の菅直人内閣が「はじめて」であると、
よくいわれている95。しかし、実は民主党に政権交代する前の 2007 年 11 月に、福田康夫
首相が「中国との間で解決すべき領有権の問題はそもそも存在していない96」との答弁を閣
議決定しているのである。また、菅内閣の発足から 25 年前まで遡ってみると、1985 年 4
月には、「中国との間に尖閣諸島の領有権をめぐって解決すべき問題はそもそも存在しない
97」（巻末資料(40)参照）と、安倍晋太郎外相が答弁している。さらに、2010 年 10 月 21 日
に前原誠司外相が、「棚上げ論について中国と合意したという事実はございません98」（巻末
資料(47)参照）と答弁したことも問題視されたが、「日本国と中華人民共和国との間の平和














かを少しみていこう。2004 年 3 月、中国人活動家 7 人が魚釣島に上陸した際に、逮捕後に
起訴ではなく、強制送還した小泉純一郎政権の対応100などをみるに、実際には棚上げ方式


































































げる。1950 年代には政府が島の名前も認識しておらず、1970 年 9 月までは日本政府も尖
閣諸島の領有権を明言してこなかった事実を明らかにしたい。 




年 9 月 22 日、久米赤島・久場島・魚釣島への国標建設についての懸念を上申した。これは、
従来、西村沖縄県令が国標建設つまり領土編入を自発的に上申したと言われてきたが、村
田忠禧の先行研究を参照にして当時の公文書にあたり、経緯を明らかにする。さらに 1896

































































ンソーの古典的名著 Politics among Nations：The Struggle for Power and Peace, Fifth Edition, 


























































とはいえ、第 5 章で詳述するが、2012 年の尖閣「国有化」によって、中国海警局などの
司法機関に所属する公船が 12 カイリ（約 22 キロメートル）以内の領海内に入ることを躊
































































合衆国との間の協定： Agreement between Japan and the United States of America Concerning the 














 1949 年 10 月 1 日、中国共産党中央委員会主席の毛沢東は、北京の天安門広場に集まっ
た 30 万人もの市民を前に天安門城楼から中華人民共和国中央人民政府の成立を宣言した。
一方、蔣介石率いる中華民国国民政府（以下、国府）は、同年 12 月 7 日、成都から台北へ
の移転を決定し、中国国民党による 20 余年にわたる大陸支配は終焉を迎えた126。 
 1945 年 8 月 15 日の対日「一般命令第 1 号」により、満州を除く中国本土及び台湾の日
本軍に、中国の最高司令官である蔣介石総帥への降伏が命じられた127。日本降伏後、統一
戦線を結成して抗日戦争（日本では日中戦争と呼ぶ）を戦い抜いた国民党と共産党の間で
は対立が表面化し、米国のマーシャル（George C. Marshall）特使による調停失敗後の 1946
年 6 月、本格的な国共内戦が再燃した128。 




年 10 月、台湾に軍を進駐させ、同月 25 日、台湾を自国領に編入した。 
国共内戦当初は国民党が圧倒的に優位で（兵力は国民党の国民革命軍 430 万、共産党の
人民解放軍 120 万。支配地域の人口は国民党約 3 億 3900 万、共産党約１億 3600 万）、1947
年 6 月には共産党の拠点である延安も陥落した。しかし、共産党はソ連が支配している東
北地方に勢力を移して反抗の準備を強化し、1948 年 9 月から三大戦役として有名な、遼瀋
戦役（東北地方の戦い）、淮海戦役（徐州一体の戦い）、平津戦役（北京と天津の攻防戦）
で人民解放軍が勝利した。1949 年 1 月には北京に無血入城、さらに、国民政府の首都南京
に 4 月に入城した。国民党首脳は広州、さらに重慶に逃れて抵抗したが、12 月には蒋介石
は 50 万の軍とともに台湾に亡命した。 
 1947 年 3 月、欧州を中心に冷戦が激化する中、米国大統領トルーマン（Harry S. Truman）
は共産主義「封じ込め」を打ち出した政策（トルーマン・ドクトリン）を宣言した130。し
かし、中国においては国民党への軍事及び経済援助は実を結ばず、共産党の勢力は拡大し
た。西側諸国の中でも英国政府は、香港問題を抱えていたこともあり、1950 年 1 月、中華
人民共和国の承認を決定した。また国民党政権を軍事面において支援してきた米国政府も、
中国政策を転換しつつあった。1949 年 8 月、米国務省は『中国白書』を公刊し、国共内戦
の戦況悪化の原因を国民党政権の腐敗に求めた131。同年 12 月 23 日付けで大統領の承認を
得た国家安全保障会議の政策文書 NSC48/1 に記されているように、チトー（Tito、本名は
Josip Broz）率いるユーゴスラビアが既にそうであったように、中国は最終的にはソ連から













しかし、中国はソ連から離れるチトー化の方向には進まず、1950 年 2 月、中ソ友好同盟










だが、1950 年 10 月、「中国人民志願軍」（日本では義勇軍と呼ばれることが多い）が鴨
緑江を越え、朝鮮戦争に参戦すると、トルーマンの希望は断たれ、アジア冷戦が本格化す















1951 年 9 月 8 日、激化する冷戦を背景に、米国サンフランシスコ市において、日本は 48





































第 3節 講和条約における台湾条項と沖縄条項 
台湾条項の変遷 
 米国の対日領土処理検討の中で、台湾に関する初期のものには、国務省特別研究課東亜
























































  1950 年秋にニューヨークで開催された国連総会の期間を中心に、関連諸国との交渉に使















 しかし、その間、朝鮮戦争は 1950 年 11 月末の中国「義勇軍」の参加で、大きな転機を
迎えた。米中の軍事衝突の拡大を機に、米国内では反中感情が高まり、ダレスが 6 月 6 日
の覚書で描いた両中国政府参加構想は崩れ去っていた161。 


























まで残った。4 月末からワシントンで開催された共同作業部会で作成された 5 月 3 日付け米
英共同草案では、全ての領土処理は第 2 条にまとめて簡潔に記載されている。 
 中国代表権に関しては、「（中国を除く）対日戦の主要関係国 14 カ国のうち、ビルマ、セ
イロン、インド、インドネシア、オランダ、パキスタン、イギリス、ソ連の 8 カ国が中華
人民共和国を承認し、オーストラリア、カナダ、フランス、ニュージーランド、フィリピ



















 ダレス訪英によって、難航していた英米交渉は一応の合意に達し、6 月 14 日付け改訂米
















なかったが、8 月 15 日に周恩来は対日講話問題に関する以下の内容の声明を発表した。「中
華人民共和国政府は、アメリカ、イギリス両国政府によって提案された対日平和条約草案
は、国際協定に違反し、基本的に受諾できない草案であるとともに、アメリカ政府の強制















 サンフランシスコ講和会議では、後に外相となるソ連代表のグロムイコ（Andrei A. 
Gromyko）が、9 月 5 日の第二総会で行った演説で中国の立場を擁護し、台湾及び西沙諸島
等の領土について、中国が合法的に主権を有すると主張し、以下の通り条約の修正を求め








 サンフランシスコ平和条約が発効された 1952 年 4 月 28 日、日本は台湾の国府との間に
「日本国と中華民国との間の平和条約」（以下、日華平和条約）を締結した。同条約第二条
では、サンフランシスコ平和条約の内容が確認されている。 

















うべきではないか」としている179。同条約第 3 条は以下の条文である。 
 






















沖縄と一緒に日本に返還されたのか、それとも平和条約の第 2 条 b 項で日本が放棄した台
湾の一部だったのかである182。 
サンフランシスコ条約において、個々の処理領土の日本による放棄が決定したが、その





さらに矢吹は、連合軍最高司令部訓令第 677 号（SCAPIN：Supreme Command for Allied Powers 













な経緯をたどりサンフランシスコ条約第 3 条に収斂していくのかの変遷を以下たどりたい。 
かつて独立した王国であった琉球国が日本に併合される経緯については、第 6 章で詳述
するが、1879 年に沖縄県となることを強制された。一方、尖閣諸島は日清戦争の帰趨が決
まった 1895 年 1 月の閣議決定により沖縄県の一部として日本に編入された。これらの島々




中国から見る沖縄政策の変遷については、第 4 章で詳述するが、1942 年に宋子文外相は中
国が回復する領土として沖縄にも言及したが、当時、国府内においては、沖縄を領有すべ
きかどうかで議論は分かれ、その後も沖縄をめぐる対応は変遷をとげる。1943 年 11 月の


































































  第 6 条 日本はここに、西ノ島、火山列島、沖ノ鳥島を含む小笠原群島に対する全
ての権利及び権原を放棄する。 






対日平和条約の 3 月案は国務省内の検討を経て改訂され、8 月 5 日案が用意された。そこ
では、南方諸島のみが日本によって放棄されることになっており（第 5 条）、沖縄は日本に
留まる領土に含まれていた（第 1 条）。同草案では南千島も日本に留まることになっていた
203。沖縄を日本帰属としたこの 8 月草案には、軍部から当然抗議が出る。1947 年 8 月 18
日、海軍作戦副部長（政治・軍事担当）E・T・ウールドリッヂ（Edmund T. Wooldridge）少
将は、ボートン（Hugh Borton）北東アジア課長に対して、先の 1946 年 10 月の沖縄や南方
諸島の戦略的信託統治に関する覚書とその大統領承認について指摘し、草案にある日本の
領土範囲は「統合参謀本部の見解と合致しない」と批判した204。 






































ケナンは、国務省に新設された最高戦略部門である政策企画室（Policy Planning Staff： 
PPS、政策企画部とも訳される）の初代室長として、1947 年 5 月末に対日政策に着手した。





1948 年 3 月 1 日、来日したケナンはマッカーサーと昼食をとり、その詳細な会話記録が





























2 度にわたるマッカーサーとケナンの対話を踏まえて、1948 年 3 月 23 日、マッカーサー



















 マッカーサーとの意見交換を踏まえ、日本を含む極東訪問を終えたケナンは、1948 年 3









の年の 11 月、米国の対日政策 NSC13 が採用された。沖縄については、当初のケナンの報
告書では米国政府は「沖縄における施設を『恒久的に（permanently）』に保持すべきであ
り、基地もそれに応じて造成されるべきである」と提案されていた220。  

































第 5 条  
日本国は、ここに西之島、火山列島、沖の鳥島、及び南鳥島を含む、小笠原群島に対
する全ての権利及び権原を放棄する。 
連合諸国は、合衆国が国際連合憲章 77 条、79 条及び 83 条に即してこれらの諸島を信
託統治下におくこと、即ち、諸島を戦略地区に指定し合衆国がその施政権者になるとす
る信託統治協定の申請を支持するものとする。 
第 6 条 











同年 11 月 2 日案も沖縄及び南方諸島処理関係の文面の内容は同じであった。 
36 
 






















 9 月草案の内容も 8 月のものと同じであった。同日付の「7 原則」では、日本は「（b）米
国を施政国とする琉球及び小笠原諸島の国連信託統治に合意する」とだけ述べられていた
229。 

















   一、…日本は、米国の軍事上の要求について如何ようにでも応じ、バミューダ方式
［99 年間の基地租借］による租借をも辞さない用意があるが、我々は日米の友好関係
の永続のため、この提案を再考されんことを切に望みたい。 
   二、日米の友好関係の永続のため、我々は次の点を考慮されるよう願いたい。 
     （a）信託統治の必要が解消した暁には、これらの諸島を日本に返還されるよう希望
する。 
      （b）住民は、日本の国籍を保持することが許される。 
   （c）日本は合衆国と並んで共同施政国とされる。 
（d）戦争中の日本の官憲により、又は戦後米国の官憲によって日本に引き上げさせ
られた約 8000 名の小笠原諸島及び硫黄諸島の住民は、各々帰島が許される231。 
 









 1951 年の 3 月草案では、沖縄と南方諸島は、日本による領土放棄を規定した他の領土と




 5 月 3 日に提出された英米共同草案は、表現の変化はあるが、ほぼ前の米国草案を踏襲す
る内容であった。 
 
   （第 2 章、領土、第 3 条） 











 6 月 14 日改訂米英草案は、この沖縄小笠原諸島の処理条項については 5 月草案と同一の
ものであった。この 6 月 14 日案について、6 月 26 日付けでマーシャル国務長官のために
ブラッドレイ米統合参謀本部議長が用意した覚書には「南方諸島が含まれるべき」との文
言があった237。この覚書は、6 月 28 日に長官同士を通じて国務省に渡された。これらの点















1951 年 9 月 4 日、サンフランシスコのオペラハウスを舞台とする対日講話会議が開幕さ














































の沖縄政策については、第 5 章で詳述する。 
 
第 4節 1970年までの関係各国の国益と外交政策：ゼロ年としての 1970年   
 1951 年サンフランシスコ講和条約には中華人民共和国も中華民国も署名せず、1952 年、
日本は中華民国との平和条約締結を強いられた。日本としては、北京政府とも講和したか
ったが、当時は米国がそれを容認しなかった。 












との対抗上も、中国との関係改善を必要とした。1971 年 7 月に安全保障問題担当大統領補










交を正常化した日本に対しては「国交断交」を宣告した。このような情勢の中の 1971 年 6














尖閣諸島をめぐる近年の二大事件である 2010 年の尖閣諸島沖漁船衝突事件、および 2012
年の野田佳彦内閣による尖閣「国有化」に対しても、領有権を主張する中国政府が激しく
反発し、反日デモのみならず焼き討ちや略奪も含む反日暴動が中国国内で発生した。 




年 6 月であり、中国の外交部声明は半年後の同年 12 月である。さらに当時は、日中間に国
交はなく、日本は中華民国を中国の正統政府として政府間関係を維持しており、その意味
からいっても、尖閣諸島問題は、日本と台湾（中華民国政府）との間の課題であった。 
 1971 年 7 月の米国政府によるキッシンジャー大統領補佐官訪中の発表は、米中対立の融











 米国は 1972 年 2 月にニクソン大統領が訪中し、米中共同宣言（上海コミュニケ）を発表
したが、日本のように、すぐには国交正常化を実現できず、1978 年 12 月に発表された国






























第２章 政府見解の変遷：1970 年に尖閣の領有権を明言 







問題を考える上で重要な転換点となる 1972 年を一つの区切りとして、本章から第 5 章では
日本政府の見解の変遷とその背景を検証する。 
 
第１節 1970 年までの国会答弁 
1950 年代における正式な島名を答えられない日本政府 







































































































































































的であった米国の態度を一変させた。11 月 2 日から 9 回の条約交渉を経て、12 月 2 日、ワ
シントンにおいて、米華相互防衛条約は米国国務長官ダレスと中華民国外交部長葉公超に
よって署名され、翌 1955 年 1 月 29 日に米連邦議会下院で可決された。同年 1 月、人民解
放軍は一江山島への空爆に続き、上陸作戦を開始した。2 月 6 日には、国民党政府軍による
住民も巻き込む大陳諸島撤退作戦が開始された263。 
 台湾の馮滬祥の研究によれば、1955 年 2 月に大陳諸島から撤退した国民党政府軍は、尖
閣を要塞化し、そこに近づく日本の漁船に砲撃を加えたという264。これとの関連は不明瞭
であるが、1955 年 3 月 2 日午後、沖縄の漁船「第三清徳丸」（15 トン）が魚釣島近辺で中



























   台湾の学者による調査研究と中華民国「国防部」史政局𥹥案および当該者の記録に
よれば、当時釣魚島［尖閣諸島のこと］には中華民国の部隊が駐留しており、総指揮
官は女性の軍官で張希敏という名だった。この部隊は 60 ミリ迫撃砲を配置していた。




















トン、乗組員 8 名）が［中略］中華民国国旗を掲げた 2 隻のジャンク船の襲撃を受けた。
この襲撃により、4 名の乗組員が行方不明となり、船長を含む 2 名が射殺された」としてい
るのである。先述した参議院予算委員会で質問した吉田法晴も「二人を射殺して四名を連
行したか、あるいは二人を含めて六名を連行したか、明らかでありません」と曖昧性を指



































































  1961 年、東海大学の新野弘教授が論文「東中国海および南中国海浅海部の沈積層」で石
油埋蔵の可能性を指摘し、地質学者と国際石油資本の注目するところとなり、尖閣問題の
端緒となった276。だが、1955 年以降は、沖縄返還が現実的な問題となる 1967 年まで、国
会で尖閣諸島に関する質問がされることはなかったようである。「尖閣群島」という名称を




















































ていた。1968 年 7 月 7 日から 9 日まで、高岡大輔元衆議院議員を団長とする尖閣諸島調査
団が魚釣島をはじめ、北小島、南小島、黄尾嶼などを学術調査した。その模様は、同年 7






















































































1970 年 4 月における尖閣諸島の帰属答弁 


















































































てから一年が経過した 7 月 20 日、次のような覚書を国府に送付した。その内容は、尖閣諸
島や大陸棚に関するいかなる一方的主張も国際法上は無効であり、そのような主張は、大
陸棚への日本の領有権に影響をおよぼさないとするものだったとエルドリッヂは指摘する


































その一方で、厳密には日本政府の見解とはいえないが、1970 年 8 月 31 日には、琉球政





















  1970 年 8 月 31 日 






決議第 13 号 
 尖閣列島の領土権防衛に関する決議 





  1970 年 8 月 31 日 
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                                琉球政府立法院302 
 内閣総理大臣 
 外務大臣    あて 
 総理府総務長官 
 
第２節 1970 年 9 月における外務大臣による尖閣領有権の明言 
尖閣諸島の領有権に関する日本政府の最初の明確な国会答弁は、大臣による答弁ではな
























































































これらの国会答弁の変遷をみていくと、1955 年 7 月の時点では島名も認識しておらず、
1970 年 4 月までは政府として尖閣諸島が日本に帰属することを表明していない。ところが、






1970 年 9 月 17 日における琉球政府声明 



















                               琉球政府声明 







   最近、尖閣列島の海中油田が話題を呼び世界の石油業者が同島を注目するようにな
りましたことは御承知のとおりであります。 
















   明治五年、琉球王国は琉球藩となり、明治七年内務省の直轄となりました。 










































































る。しかし、1895 年に提出した「官有地拝借願」では 1885（明治 18）年とされていた「探
63 
 




よれば、永康丸は 1896（明治 29）年 11 月に建造された 390 トンの貨物船で、1905 年に
朝鮮沖で水没している315。また、大阪商船という会社が誕生したのも 1884 年 5 月であるこ
と316は「決定的317」で、探検が行われたと称する「同年 3 月には存在していない318」と述













1972 年 5 月に外務省情報文化局が発行したパンフレット『尖閣諸島について』にも、「明
治 17 年（1884 年）頃からこれらの島々で漁業などに従事していた福岡県の古賀辰四郎氏
から、国有地借用願が出され、明治政府は古賀氏に対してこれら 4 島［魚釣島、久場島、
南小島、北小島］を 30 年間無料で貸与しました323」との記述がある。 
現在の外務省ホームページにある「尖閣諸島についての基本見解」には、それらの記述












































第３章 1885 年～1895 年における尖閣領有過程の検証 
第 1節 1895年における尖閣編入の閣議決定 
 前章の最後に引用したの山中長官の答弁にある「明治 28 年の閣議決定」つまり 1895 年




内閣総理大臣 花押  内閣書記官 花押 
外務大臣 花押  大蔵大臣 花押  海軍大臣 花押  文部大臣 花押 






    指令案 
標杭建設ニ関スル件請議ノ通 
                 明治廿八年一月廿一日326 
 
「尖閣領有の閣議決定」と呼ばれる久場島、魚釣島を編入した上記 1895 年 1 月 14 日の
閣議決定はどのような経緯で行われたのか？ 
第四代沖縄県令に任命された西村捨三は彦根藩出身の士族であり、「内務の四天王327」と
呼ばれ、沖縄県令の後に内務省土木局長に転任した。1883 年 12 月 21 日付けの沖縄県令任





務大臣官房乙第 46 号）を閣議に提出し、3 年間に及ぶ沖縄県令としての施策が時の政府か





「久米赤島外二島取調ノ儀ニ付キ上申」は、1885 年 9 月 22 日付けであるが、その前の 8
66 
 
月 29 日に南大東島に、31 日に北大東島に、石沢兵吾ほか 5 名が「国標」を建て、大東島











来の内命だとすると、奥原敏雄らが指摘する 1885 年 9 月ではなく、山縣有朋からの内命は
同年 4 月の段階で発せられ、西村県令はその任務を東京で授けられたと村田忠禧は述べて
いる333。 





令した。それに対して、沖縄県令は 85［1885］年 9 月 22 日に次のように上申している334」
として、井上清は「久米赤島外二島取調ノ儀ニ付キ上申」を引用し、解説を加えている。 
一方で、筆者が驚愕したのは、1973 年に「井上清論文の『歴史的虚構』をあばく335」と














しかし、その奥原も、1970 年 1 月に発表された「尖閣列島――歴史と政治のあいだ――」



















務省ホームページ「尖閣諸島に関する Q&A」をよく読むと、Q9 の「1895 年に尖閣諸島を
日本の領土に編入するに当たり、十分な調査が尽くされなかったのではないですか」への
回答である A9 のあとの「参考」欄に以下の記述があることを認めた。「日清戦争前におけ
る我が国の領土編入準備に関するその他の主要な関連事実としては、(1)1885 年 9 月 22 日






1885 年 9 月における西村捨三沖縄県令による内命に対する懸念の上申 



















   明治十八年九月二十二日 
                              沖縄県令 西村捨三 






   第一に、内務省は沖縄県に、福州・琉球間の無人島の「取調べ」を「内命」したの
はなぜか。なぜ公然と正式に命令しなかったか。 
   第二に、ここには、それらの島に「国標」＝日本国の領土であるとの標柱を建設す
る問題が出されているが、これは沖縄県が言い出したことか、内務省が言い出したこ
とか。 





































を生じた為め、沖縄県知事より 1890 年（明治 23 年）1 月に管轄方を上申したが、こ
の時また実現しなかった。更に 1893 年（明治 26 年）11 月、沖縄県知事は前同様の理
由から復も同県の所轄方と標識の建設について政府に上申したところ、終に1895年（明




ているのだが、注を見ると『日本外交文書』第 18 巻および第 23 巻とある。果たして、英















































時代を 1885 年に戻すと、同年 9 月、沖縄県大書記官の森長義は東京で山縣有朋内務卿よ
り「沖縄県と清国福州との間に散在する無人島、久米赤島外二島取調」を実施するよう具
体的な内命を受けたと思われる。9 月 3 日に那覇に向け出発した森が沖縄に到着するのは 9

















る報告を提出させた。石沢兵吾は 9 月 21 日に報告書を西村県令に提出し、それを受けて、













西村県令による 9 月 22 日付け上申は 2 週間ほどして山縣内務卿に届く。それを受けて山縣
は 10 月 9 日に井上馨外務卿に「別紙甲号の通、同県令より上申候に付、即ち別紙乙号の如
く其筋へ相伺度存候。就ては御意見承知致度、此段及御照会候也354」と照会を発する。山










ところが、井上馨外務卿は 12 日もの熟考期間をおいた 10 月 21 日に「親展 第 38 号」
によって山縣に以下の返答をした。 
 
   親展第 38 号 
     内務卿伯爵山県有朋殿 外務卿伯爵井上馨 






































































この Q&A の後ろに「参考」として、「井上外務大臣から山縣内務大臣への書簡（1885 年
10 月 22 日）と「山縣内務大臣から井上外務大臣への書簡（1885 年 10 月 9 日）」を現代語














【参考：山縣内務大臣から井上外務大臣への書簡（1885 年 10 月 9 日）】 
75 
 
  「（前略）太政官上申案  沖縄県と清国福州との間に散在せる無人島久米赤島外二島















1885 年 11 月 5 日における西村捨三県令からの上申 
さて、井上外務卿の反対にあい、宙に浮いたままになった 1885 年 10 月の「沖縄県と清
国福州との間に散在する無人島」への国標建設の件はどうなったのか。 
9 月 22 日に国標建設への懸念を上申した西村捨三沖縄県令は、山縣からの回答である指
示が届くのを待っていた。10 月 22 日、石沢兵吾等県職員 6 名を乗せた「出雲丸」は那覇




よいはずだが、出雲丸はそうはせず 11 月 1 日那覇に帰港した。大東島への巡視調査では、











11 月 1 日に那覇に戻った出雲丸の船長・林鶴松は 11 月 2 日に「魚釣、久場、久米赤島回
航報告書368」を、県五等属職員の石沢兵吾は 11 月 4 日に「魚釣島外二島巡視取調概略369」
と題する復命書を提出する。いずれも提出先は西村捨三が不在のため、県令代理の森長義
大書記官である。 















国標建設への憂慮を示した 9 月 22 日の内容とは正反対のことを書いている。西村名義によ
る上申ではあるが、西村本人の考えを否定したものである。森大書記官は夏に上京した際
に山縣内務卿から授けられた内命に忠実たらんとしていたのである。 
このように 1885 年 11 月 5 日の上申は、西村捨三本人が書いたものではなく、森長義県
令代理が西村捨三県令の名義で書いたものであることは村田忠禧が『史料徹底検証 尖閣領
有』で初めて明らかにした重要な新事実である。 
11 月 13 日に東京に到着していた西村捨三の手元に、石沢の復命書と林の報告書を添付し
た森長義作成の 11 月 5 日付け上申が届く。その時期は 11 月 24 日かその直前であろう。西
村はそれらを読み、森が書いた上申は破棄し、石沢の復命書と林の報告書のみを内務省、
外務省に提出したと村田忠禧は推測する372。しかし、11 月 5 日の上申は、外務省記録「帝
国版図関係雑件」の中の「沖縄県久米赤島、久場島、魚釣島へ国標建設の件 明治 18 年 10




番号「B03041152300」である。そこには 48 面の文書画像がまとめられており、32 画像目
77 
 








  9 月 21 日の石沢兵吾の取調書 
  9 月 22 日の西村捨三の上申 
  10 月 9 日の山縣有朋内務卿の井上馨外務卿宛書簡と太政官上申案 
  10 月 21 日の井上馨外務卿の山縣有朋内務卿宛の返信   
 
「公文別録」第四巻に収められている文書を日付順に並べると、11 月 2 日の林鶴松船長の
回航報告書、11 月 4 日の石沢兵吾の巡視取調略説から始まり、次は 11 月 24 日の沖縄県令
西村捨三の井上馨外務卿と山縣有朋内務卿に宛てた書簡であって、11 月 5 日の西村捨三名
義の上申は収められていない。なぜ、内務省「公文別録」第四巻には、9 月 21 日の石沢兵
吾の取調書から 10 月 21 日の井上馨の山縣有朋宛書簡までの文書が収められていないのだ
ろうか。 
「公文別録」の冒頭画像は、「沖縄県と清国福州との間に散在する無人島への国標建設の
儀に付、沖縄県へ指令の件、右御回覧候也 明治 18［1885］年 12 月 8 日」である。この
ような内閣書記官長による三条実美太政大臣等への回覧文書が文書綴りの冒頭に収められ









それに対して、11 月 2 日の林鶴松船長の報告書、11 月 4 日の石沢兵吾の復命書は内務省
の「公文別録」にも、外務省の「帝国版図関係雑件」にも収められており、明治 18 年の時
点でそれらは間違いなく内務省、外務省に提出されていることがわかる。 






で説明するとして、1885 年 12 月に「沖縄県と清国福州との間に散在する無人島への国標
建設」は「要せざる」と決定された経緯を先ず明らかにしたい。 
 
1885 年 12 月における国標建設は「要せざる」とする決定 
1885 年 11 月 13 日に西村捨三沖縄県令は東京に到着した。その後の彼の行動を記した文







































森長義が書いた 11 月 5 日の西村名義の上申等の書類が東京に届くには、2 週間ほどの時
間を要したであろうから、西村捨三がそれを読んだのは 11 月 24 日直前であったと思われ
る。前述したように、西村僭称上申書は、西村本人によって破棄されているが、11 月 2 日
の林船長の報告書、同 4 日の石沢職員の復命書についてはそのような扱いはしていない。
西村は、11 月 24 日に山縣内務卿と井上外務卿に宛てて同一内容の書簡を発する。それには
石沢の復命書も添えられているので、西村捨三の書簡は、11 月 5 日の上申に代わる役割を
持つものと見なせると村田忠禧は指摘する。その内容は簡潔明瞭で以下の通りである。 
 










単刀直入に見解を開陳している。11 月 13 日に上京して以来、16 日に三条太政大臣に建言
し、直属上司の山縣内務卿に会って事情説明を行うだけでなく、井上外務卿にも面会して
沖縄の現状の紹介や国標建設に対する懸念を報告していたと思われると村田忠禧は述べて
いる382。そのため、11 月 24 日には部下から届いた復命書を提出するとともに、井上と山縣
に同一の内容の短い書簡を発し、国標建設について内命撤回の指令を発していただきたい
と訴えたのである。 
山縣内務卿は、10 月 9 日発案した「太政官上申案」が、井上外務卿の同意を得られない









11 月 30 日に山縣内務卿は井上外務卿に「秘第 218 号の 2 無人島への国標建設に関し沖
縄県令への指令案協議の件」という照会を発する。今回の「指令案」は、「書面伺之趣、目
下建設を要せざる儀と可心得事383」というものである。 
10 月 9 日の山縣の「太政官上申案」では「国標建設の儀、差し支えなしと考える」とし
ていたが、今回の太政官内申案は「書面伺之趣、目下建設を要せざる儀と可心得事」と全
く異なっている。井上の対応も前回とは異なり、直ちに回答する。12 月 4 日に「親展第 42
号」で「当省に於ても御同見に候384」と同意を表明する。 









関する 1885 年 12 月における日本政府としての正式な結論である。 
なおここで注意すべきは 12 月 5 日の文書で言及されている沖縄県令からの上申とは、9
月 22 日の西村捨三県令が国標建設の内命への懸念を抱いて出した伺い、そして 11 月 24 日
の国標建設は清国とも関係することなので不都合な事態を招かないよう指揮していただき
たい（具体的には取り下げてほしい）という上申伺いであって、決して 11 月 5 日の森長義
大書記官が西村県令名で書いた上申ではないという事実である。そもそも内務省、外務省
には 11 月 5 日の僭称上申は提出されていないので、山縣は当時、その内容の接する機会も










標建設の件」は、1885 年の関連文書と 1894 年 12 月に閣議に向けて提出した関連文書を合
わせて綴ったものである。1885 年 12 月の段階ですでに一件落着したことなので、本来な




1885 年 12 月 4 日の井上馨外務卿が山縣有朋内務卿に宛てた「親展第 42 号」（28 面）の
次は 1894 年 12 月 27 日の野村靖内務大臣が陸奥宗光外務大臣に宛てた「秘別第 133 号」（29
面）に時代が 9 年も飛んでいる。内務省「公文別録」には収められている 1885 年 12 月 5
日の山縣内務卿の三条太政大臣宛内申が「帝国版図関係雑件」には収められていないのは、
外務省にはこの内申が送られていなかったからということもわかる。 




1893 年 11 月 2 日に奈良原繁沖縄県知事の甲第 111 号「久場島魚釣島へ本県所轄標杭建
設之儀に付上申」（31 面）の次は、また年代が戻って 1885 年 11 月 5 日の西村捨三県令名
義の第 384 号上申（32 面）になっており、それに続く形で 1885 年 12 月 5 日の井上外務卿・
山縣内務卿の「目下建設を要せざる儀と可心得事」（33 面）が収められている。この綴り方
は重要な事実を示していると村田忠禧は指摘している。つまり、奈良原繁県知事が上申し
た 1893 年 11 月 2 日の「久場島魚釣島へ本県所轄標杭建設之儀に付上申」は、「1885 年 11
月5日の森長義大書記官の県令僭称上申を根拠にしていることである387」。奈良原県知事は、
1885 年 12 月 5 日の「目下建設を要せざる儀と可心得事」とした外務・内務両卿の指令は
1885 年 11 月 5 日の上申に対する回答であると理解していると村田はいう。そして、1885




1885 年 12 月 5 日の「目下建設を要せざる」との指令は、11 月 5 日の僭称上申に対する回
答ではない。当時、山縣や井上は、11 月 5 日の上申は見たことがないことは先述した通り
である。 






「沖縄県航行汽船の儀具申388」を 12 月 10 日に山縣内務卿、松方正義大蔵卿宛てに提出し、
12 月 17 日に那覇に向けて出発する。 













部・農商務・内務の各省官吏を従えた山縣一行は 3 月 3 日に那覇に到着し、県庁や警察署、
医院、学校、裁判所、監獄、熊本鎮台沖縄分遣隊の兵営である首里城、尚氏の別荘などを















ものであろう。文章の責任は山縣にある。5 月 28 日に「山縣内務大臣沖縄諸島及五島対馬
等巡回復命書」として内閣各大臣の回覧に供されている397。 



















 1986 年 4 月 27 日付けで西村捨三は内務省土木局長となり、彼の後任には大迫貞清が沖
縄県令に任命される。大迫貞清が県令に着任して間もなく、「県知事」に職名が変わり、大
迫が初代沖縄県知事となる。ついで福原実が知事となるが、いずれも任期一年程度の短命
知事であった。三代目の丸岡莞爾（1888 年 9 月～1892 年 7 月）、さらに四代目の奈良原繁
（1892 年 7 月～1908 年 4 月）になると任期は長くなる。 
 三代目の丸岡莞爾県知事の頃になると、すでに沖縄県設置から 10 年近くの歳月が過ぎ、
明治政府の近代化政策が徐々に沖縄県にも浸透していくようになっていた。かつての宗主
国である清国に依拠して琉球国の復活を図ろうとする「脱清者」の動きは、年を経るごと
に弱まっていた。1889 年 2 月 11 日の大日本国帝国憲法公布に際して、大赦令が出され、「脱
清者」であっても沖縄に帰県した場合、不問に付すこととした。それを受けて丸岡知事は
西村県令時代に出されていた旧藩律に基づく特別な措置（明治 18 年甲第 25 号、明治 19 年



























辰四郎もその 1 人である。 
丸岡莞爾県知事が 1890 年 1 月 13 日に以下の内容の「甲第 1 号 無人島久場島魚釣島之
義に付伺401」を内務大臣宛に提出したのにはそのような時代背景があった。 
 
管下八重山群島の内、石垣島に接近せる無人島魚釣島外二島之義に付、18 年 11 月 5








は目下、必要としない」という 1885 年 12 月 5 日の指令の見直しを求めているのだが、そ
の 12 月 5 日の指令とは「18 年 11 月 5 日第 384 号伺」に対して出されたものと思っている。
この「第 384 号伺」とは西村捨三県令が不在の間に森長義が西村県令名義を僭称して出し
た伺であり、上京していた西村が破棄したため、内務省には存在していない。そのため、
11 月 5 日の第 384 号伺と 12 月 5 日付指令とがどのような関係にあるのかを、内務省の担
当者は理解できない。 
そこで、内務省県治局長の末松謙澄は 1890 年 2 月 7 日「県沖第 6 号」において、「18 年





丸岡知事は「別紙一括書類写」を送付することを 2 月 26 日に回答する403。 
この丸岡知事の回答はおそらく 3 月中旬には内務省県治局長のもとに届いたと思われる。
しかし、それまでのやりとりの文書が収められている外務省の「帝国版図関係雑件」の中
にも、受理した後の記録が見当たらない。11 月 5 日付け第 384 号伺（西村捨三沖縄県令名
義の上申）を読んだ末松県治局長はその文書の信憑性を疑ったはずである。なぜなら、内
務省には 1885 年 11 月 2 日の林船長の報告書、11 月 4 日の石沢職員の復命書を添えた西村
県令の 11 月 24 日付け山縣内務卿宛書簡がある。しかも 12 月 5 日の「指令」とは、西村が
11 月 24 日の書簡で「指揮」を仰いだことへの回答であり、11 月 24 日の書簡の内容を末松
県治局長が疑うはずはない。その西村の 11 月 24 日の書簡において 11 月 5 日の上申伺いに
ついての言及はまったくなく、上申そのものも内務省には存在していなかった。したがっ






あることを知る由もなかった。しかも県には、東京に出張中の西村が 11 月 24 日に外務卿、
内務卿に宛てた書簡の副本は存在していない。この件に関する西村県令名義の文書として









 11 月 5 日の「第 384 号 魚釣島外二島実地取調の義に付上申」が西村捨三県令本人によ
って書かれたものと思っていれば、11 月 5 日の上申伺への回答として「書面伺の趣、目下












が提出した 1885 年 11 月 5 日の「第 384 号伺」の信憑性を疑っているからである。しかし、
それを本物と思い込んでいる丸岡知事にしてみれば、内務省からの回答が来ないことが不
満でならない。そのような時に海軍軍艦が那覇にやって来るとの情報が入ってきた。そこ
で、丸岡知事は海軍大臣に軍艦の活用を提起することを考える。1892 年 1 月 27 日に、樺
山資紀海軍大臣に宛てて以下の内容の「甲第 16 号 無人島探求等之儀に付上申405」を提出
する。 
 












   此三島は琉球国領内の積に古来相心得居、其位置沖縄県下と清国福州との間に散在
せる無人島にして、其筋［内務省を指す］の内命に依り、明治 18 年 10 月実地踏査と
して沖縄県属警部等派遣せしめ、国標建設等の義、同年 11 月伺出候処、同 12 月 5 日、
目下建設を要せざる義と可心得旨、外務・内務両卿より指令あり。然るに追々管下人
民、漁業の為め渡航候者も有之。是が所轄を定め置ざれば不都合なるを以、八重山島
役所の所轄と致度旨、23 年 1 月内務大臣へ伺出、未だ指令を得ず407 
 
 この丸岡知事の 1月 27日付け海軍大臣宛上申に対する海軍側の具体的な対応は鈍かった。













して対処することにする。「海門」は 7 月 27 日に長崎港を抜錨し、ひとまず那覇港にむか







った414。丸岡知事が 1892 年 1 月 27 日に海軍大臣に上申した時には、久米赤島以下の島嶼
を「本邦版図に編入可相成」のため、それらの島嶼の位置、周囲等の確定をしてもらいた
いとのことであったが、「疑存島」の探検を優先させることに変わっていた。 







 1892 年 7 月、奈良原繁が丸岡莞爾に代わって沖縄県知事に就任する。軍艦「海門」によ




かった。奈良原知事は 1893 年 4 月 1 日に東京に出向く。翌 2 日に海軍大臣西郷従道宛に「着










   本県管下八重山群島の北西に位せる無人島、久場島・魚釣島之義、本県所轄とし、
大東島の例に倣い、本県所轄の標杭建設致度儀に付、去る 18 年 11 月 5 日、第 384 号





 奈良原知事も 1885 年 11 月 5 日の森長義大書記官が西村捨三県令を僭称して書いた上申











 時の内務大臣は 1885 年 12 月 5 日に山縣有朋と連名で「書面伺いの趣、目下建設を要せ


















   客年 11 月 2 日付を以て久場島、魚釣島へ所轄標杭建設の義、上申相成候処、左の件
承知致度 
 一 該島港湾の形状 
 一 物産及土地開拓見込みの有無 
   一 旧記口碑等に就き、我国に属せし証左、其他宮古、八重山島等との従来の関係 







 この 4 月 14 日付け照会（4 月 21 日施行）を受けて、奈良原知事は 5 月 12 日、内務省県
治局長宛に以下の通り回答する。この文書も今われわれが目にすることができるのは外務
省に保存されたもので、そこには「県処治秘 第 12 号の内」という内務省の文書番号が枠
外に記されている。 
 
   復第 153 号 




   明治 27 年 5 月 12 日 
         沖縄県知事 奈良原繁 印 
















うな回答では 1885 年 12 月 5 日の指令を変更できるはずがない。 
 
第 2節 新たな領有根拠の不在と戦勝に乗じた尖閣領有 
これまで述べてきた経緯から明らかなように、1885 年 10 月 30 日に多く見積もっても 6
時間程度、しかも魚釣島のみへの不十分な調査を行っただけで、それ以降、沖縄本島西方
に散在する無人島への具体的な調査は実施されなかった422。 
1894 年 5 月 12 日に奈良原繁沖縄県知事が江木千之内務省県治局長に提出したのは 1885
年 10 月の出雲丸による調査を行った際の報告であり、それは同年 11 月の時点ですでに内
務省に提出されていた。その調査以降、新たな調査は行われていなかったので、その報告





たと思われる。1892 年 8 月から内務大臣であった井上馨に替わって、野村靖が 1894 年 10
月 15 日から内務大臣となった。井上内務大臣の交代が一定の影響を与えたのかもしれない
が、最大の要因は別のところにあった。同年 7 月末から始まった清国との戦争で、すでに


















申」の閣議提出に向け動き始める。1893 年 11 月 2 日付けの奈良原繁沖縄縣知事から井上
馨内務大臣（当時）と陸奥宗光外務大臣に出されていた「甲第 111 号 久場島魚釣島へ所
轄標杭建設之義上申」を取り出し、閣議に付すための作業を 12 月 5 日から開始し、12 月
27 日に閣議提出案を決定する426。 
 
  内務省 27 年 12 月 17 日 秘別 133 号 決判 12 月 27 日 文書課長 施行 12 月 27 日 
  明治 27 年 12 月 15 日    主査 府県課長 印 
    県治局長 印 
  大臣 印 
   次官 印 
    参事官 印 
    庶務局長 印 
   久場島魚釣島へ所轄標杭建設之義上申 
              沖縄県 














 この添え書きに出てくる「海軍省水路部 210 号地図」とは「長崎至厦門」と題された海
図のことで、東北大学附属図書館/理学部地理学教室の「外邦図デジタルアーカイブ」によ
って「210 号海図」を確認することができる。デジタルデータなので拡大してよく見ると、




嶼」「Pinnacle I.s」と書かれている428。「Hoa pin su」は「花瓶嶼」の英字表記であり、「Ti 
a usu」は「釣魚嶼」の英字表記である。実際の「花瓶嶼」は「釣魚嶼」より西に位置して
おり、英国海軍海図のミスが改められることなく、日本の海軍水路部作成の海図にも引き
継がれていると村田忠禧は指摘する429。Hoa pin su はその後、「和平山」と表記されること
もあり、後に発生する「魚釣島」を「和平山」あるいは「和洋島」と表記する混乱も、英
国海軍海図のミスに由来している。「黄尾嶼」を Ti a usu と表記しているのも、本来は「釣
魚嶼」の英字表記であったものが、「釣魚嶼」を Hoa pin su と記載したことから、「黄尾嶼」











せざる」という指令を沖縄県に出していたが、いまや「其当時［1885 年 12 月］と今日［1894
年 12 月］とは大いに事情を異に致し候」とした。 






  閣議提出案 
  別紙標杭建設に関する件閣議提出す 
    年  月  日     大臣 
       総理大臣宛 
 
  （別紙） 





   右閣議を請ふ431 
 
 内務大臣野村靖はこの閣議提出案は 1885 年 12 月の外務・内務両卿名による指令の見直
しにあたるので、12 月 27 日に外務大臣陸奥宗光に以下の通り問い合わせをする。この関連
文書は、外務省外交資料館に保存されている当時の公文書「帝国版図関係雑件」の「沖縄
県久米赤島、久場島、魚釣島へ国標建設ノ件」の 31 番から 37 番としてまとめられている。 
 
   秘別第 133 号 




    追て御回答の節、別紙御返戻有之度候也 
    明治 27 年 12 月 27 日 
     内務大臣子爵 野村靖 
    外務大臣子爵 陸奥宗光殿432 
 
 上記の文章に出てくる「別紙甲号」とは、1893 年 11 月 2 日付け奈良原繁沖縄県知事の


















長の末松謙澄は同年 2 月 7 日「県沖第 6 号」において、「［明治］18 年 11 月 5 日御県第 384








   親展送第 2 号 
   明治 28 年 1 月 10 日起草 明治 28 年 1 月 11 日発遣 
   機密  
     外務大臣子爵 陸奥宗光 
    内務大臣子爵 野村靖殿 
    久場島及魚釣島へ所轄標杭建設の件 
    久場島及魚釣島へ所轄標杭建設の義に付、沖縄県知事よりの上申書及明治 18年中、







 外務大臣からの同意が得られたので、野村靖内務大臣は 1895 年 1 月 12 日に伊藤総理大
臣宛に秘別第 133 号「標杭建設に関する件」を閣議提出する。 
 
   秘別第 133 号 
   標杭建設に関する件 




   右閣議を請ふ。 
    明治 28 年 1 月 12 日 




 それを受けて内閣書記官は 1 月 14 日に審議用の文書を起草し、内閣の承認を得る手続き
を始め、1 月 21 日までに閣僚全員の署名が完成し、閣議を通過する。 
 




    指令案 
   標杭建設に関する件、請議の通 









 以上、本来あるはずの、本件に関する 1886（明治 19）年以降の内務省管轄文書が見当た
らないため、外務省の「帝国版図関係雑件」からの引用によって久場島及び魚釣島の日本





 沖縄県への編入を決めた 1895 年 1 月の閣議決定は「久場島」と「魚釣島」のみを対象に
している。「久米赤島」（赤尾嶼、英国海軍は Raleigh Rock と名付けていた）については何
も言及がない。のちに「大正島」という名称が付けられる「久米赤島」の扱いは忘れ去ら
れてしまったのだろうか。 
1919 年冬、中国福建省恵安県の漁民 31 名が遭難し、尖閣列島内和洋島（魚釣島のこと）






が表面化したのであろうと村田忠禧は述べている441。1920（大正 9）年 12 月 9 日の『官報』
にこの島に関する編入と名称設定が沖縄県の布告が以下の通り掲載されている。 
 
  所属未定地編入 
  北緯 25 度 53 分 55 秒 東経 124 度 33 分 52 秒に在る島嶼は所属未定地に付沖縄県
島嶼町村制第 3 条に依り内務大臣の許可を経て八重山郡石垣村の区域に編入し本年 2
月 17 日より施行せり 
 
  字名設定 





の名称を付し本年 3 月 18 日より施行せり442 
  
このように、1885 年当時、国標建設の対象となっていた「久米赤島」は、1895 年の閣議










 「大正島」（赤尾嶼）の編入は、以上の経緯で 1920 年 12 月 9 日の『官報』で告知された。
しかし、1895 年 1 月の閣議決定によって、沖縄県管轄下に置くことが許可された魚釣島、
































明治 28（1895）年 1 月 14 日の閣議決定は、そのままでは「正式にわが国の領土に編入す
る」ために国家としての意思決定をしたことにはならない。国家としての正式な意思表示








































 しかも、閣議決定によって建設が許可された標杭は 1969 年 5 月 9 日に石垣市が標識を設




第 3節 1896年における勅令第 13号 
さて、時代は尖閣諸島の領有を閣議決定した 1895 年から 1970 年に戻る。 
同年 10 月 7 日の国会答弁で、山中貞則が尖閣領有の根拠として 1895 年の閣議決定とと




   勅令第十三号 
    朕沖縄県ノ郡編制ニ関スル件ヲ裁可シ茲ニ之ヲ公布セシム 
   御名御璽 
    明治二十九年三月五日 
                                  内閣総理大臣 
                                    内務大臣 
第1条 那覇、首里両区ノ区域ヲ除ク外、沖縄県ヲ画シテ左ノ五郡トス 
 島尻郡 島尻各間切、久米島、慶良間諸島、渡名喜島、粟国島、伊平屋諸島、鳥島、 
     及大東島 
 中頭郡 中頭各間切 
 国頭郡 国頭各間切、及伊江島 
 宮古郡 宮古諸島 
 八重山郡 八重山諸島 
第2条 郡ノ境界若クハ名称ヲ変更スルコトヲ要スルトキハ内務大臣、之ヲ定ム 




魚釣島と称する無人島」が 1895 年 1 月の閣議決定により沖縄県の所轄と認められ、日本に
編入された。 
 しかし、勅令第 13 号には、閣議決定した魚釣島、久場島に関しては何の言及もない。し
たがって勅令第 13 号で八重山に編制されたとは言い難いのである。八重山郡に編制された
のは「八重山諸島」であって、八重山諸島には魚釣島、久場島が含まれているとは解釈で





勅令第 13 号に関する最新の研究 
 領有根拠としての勅令第 13 号については、台湾の邵漢儀が「從『外交部檔案』解析中華
民國對釣魚臺列嶼主權之確立過程」の中で以下の重要な指摘をしている。 
邵が台湾の『外交部檔案』を調べたところによると、1970 年 9 月 3 日に駐華日本大使の
板垣修が外交部次長（副大臣に相当）の沈劍虹を訪ねた時に「尖閣群島は 1896 年に琉球の
八重山郡石垣市に編入され、日本の古賀氏が琉球に対して賃借料を払っている。これは紛





















た。板垣は日本の最も重要な主権の根拠を 1896 年の天皇の勅令から 1895 年の内閣決議に
変更したのである。板垣の首尾一貫しない発言の原因は 1895 年の内閣決議が秘密決議であ
り、対外的に公開されなかったことにあり、したがって日本政府でさえ、釣魚臺争議の初






つまり、板垣駐華大使は 1970 年 9 月 3 日に尖閣領有の法的根拠として、1896 年の勅令
第 13 号を中華民国外交部に示した。その後、国府外交部は当該勅令には「尖閣」および「魚
釣島」の文字がないことを指摘する。したがって、板垣大使は 10 月 23 日なって、尖閣領
有の法的根拠は勅令第 13 号ではなく、1895 年の閣議決定だと国府外交部に対して主張し
た。だからこそ、1970 年 9 月 7 日に、外務省の山崎参事官が初めて「尖閣列島は［中略］
わが国の領土であるということについては一点の疑いもない」と答弁した時も、またその 3





の閣議決定も勅令第 13 号も示していないのである。 
同年 9 月 17 日の琉球政府声明「尖閣列島の領土権について」の中で初めて領有根拠とし
て 1895 年の閣議決定と翌年の勅令第 13 号が言及された。そして、その後の 10 月 7 日に
国会答弁として初めて山中総理府総務長官が閣議決定と勅令が領有の根拠だと主張した。
この時点では、国府はまだ勅令第 13 号についての見解を発表していない。しかし、10 月
23 日になって、板垣大使が国府に対して、勅令第 13 号は誤りで、1895 年の閣議決定が領
有根拠である旨を述べて以降、日本政府としては、勅令第 13 号を明示的に領有根拠だとは
主張していない。 
さらに、尖閣日本領有論を展開した第一人者である奥原敏雄は 2012 年 6 月に創刊された
『島嶼研究ジャーナル』の対談の中で勅令第 13 号について以下のように述べている。 
「［琉球政府］出入国管理庁で尖閣列島がいつ頃八重山諸島の一部になったのかと聞きま









たとえば、尾崎重義は 1972 年に「琉球政府声明（昭和 45 年 9 月 17 日）が述べている





た国内法上の行政措置は、翌 29 年（1896 年）3 月 5 日の勅令 13 号が施行されるのを機会
に行われている。もっともこの勅令は［中略］とくに、尖閣列島を領土に編入することを
定めたものではないが、沖縄県知事は、勅令 13 号の『八重山諸島』に尖閣列島が含まれる
ものと解釈し、明治 29 年 4 月に、行政区分上同列島を八重山郡に編入せしめ464」と述べて







の決定により 1895（明治 29）年 1 月 4 日に国内法上の行政措置がとられ、翌 96 年 3 月 5







領土編入措置が完了したのは、閣議決定から 1 年 3 ヶ月を経た 1896 年 4 月 1 日、勅令によ
り八重山郡に編入された時であった467」と浦野と同じように勅令によって編入されたと明






469」と 2014 年に出版された『国際法学者がよむ尖閣問題』で述べている。 
2012 年の対談の中で「勅令 13 号は沖縄県に郡制を敷く勅令であって、尖閣列島に直接
関わるものではありません」と述べた奥原敏雄は、実は 1975 年の論文で以下のように、勅
令第 13 号の解釈が誤解された背景を詳細に分析していた。この事実は他の研究では指摘さ


















   明治二十八年一月十四日の閣議決定を記録する『閣議決定書』原本（国立公文書館
所蔵）には「標杭建設ニ関スル件請議ノ通」とのべた文面を指令案とし、これを一月
二十一日としている。 
   この指令案と同内容のものは、同日付内閣批第一六号とされ、内閣総理大臣（伊藤
博文）の印が押されている。 
 
     内閣批第一六号 
     明治廿八年一月十二日秘別第一三三号 
     標杭建設ニ関スル件請議ノ通 
 
      明治二十八年一月廿一日 
                      内閣総理大臣伯爵 伊藤博文  印 
 
   次いで、翌 1 月 22 日、沖縄県知事への指令の内容などについて協議すべく、内務省
は外務省へ指令の案文を送付している。 
    
      内務省秘別一三三号ノ内 
       明治廿八年一月廿二日 
                               主査府縣課長 印 
        縣治局長 印 
       大臣 印 
       次官 印 
       外務大臣  
        次官 印 
         政務局長 印 
 
        久場島魚釣島ヘ本縣所轄標杭建設ノ件 
                              沖縄縣 
       右閣議決定済ニ付左案御指揮可相成歟 
           案 
      内務省指令    号 
                               沖縄縣 
       明治廿六年十一月二日付甲第百十一号上申標杭建設ニ関スル件間届ク 
        年   月   日 
                               両大臣 
104 
 
   
   内務省の指令案文は「明治二十六年十一月二日付甲第百十一号上申標杭建設ニ関ス
ル件間届ク」とする内容のもので、これに内務外務両大臣が署名するかたちをとって
いた。 

























   尖閣列島の開拓に対して最も功績のあった古賀でさえ勅令十三号による尖閣列島の
領土編入がなされたと考えたぐらいであるから、現地の沖縄において、最近まで、そ
のように理解されていたとしても少しも不思議ではない。 











ある。しかし、これだけ詳細に「誤解」の背景を解説した奥原にして、1970 年 3 月に発表
された論文では「この閣議決定にもとづいた同列島に対する国内法上の編入措置は、翌明














ちなみに、後に紹介するが、1971 年 11 月の楢崎弥之助が提出した質問主意書に対する
佐藤栄作首相の答弁の中でも、尖閣領有の根拠として勅令第 13 号はもちろん、1895 年の
閣議決定すら言及されていない。 
 

















































































































































い。同日のマクロスキー発言の一部である「States Department spokesman Robert McCloskey 
stated on September 10,1970, that the United States would remain neutral. 488」（国務省マクロスキ
ー報道官は 1970 年 9 月 10 日に、国務省は中立を保つと言明しました）は、中国側の領有
権を示す根拠として『米上院沖縄公聴会の記録489（Okinawa Reversion Treaty, Hearings before 


































あって、主権については中立を保つとも受け取れるだろう。このことは、1 年 9 か月後の『季
刊沖縄』第 63 号に掲載された「尖閣列島と日本の領有権」の中では、「戦後尖閣列島に対
して施政権を行使してきたアメリカは、［中略］尖閣列島をめぐる領有権間題については中
立・不介入の立場をとることを再三表明している（1970 年 9 月 10 日、国務省報道官マク
ロスキー談話、および 1971 年 6 月 17 日ブレイ国務省報道官声明など）494」と述べられて
いる。在米華人たちは、このマクロスキーの発言を 1971 年 5 月 23 日付の『ニューヨーク・
タイムズ（The New York Times）』に、「ニクソン大統領および米国議会議員諸氏への公開状
『保衛釣魚台』（“An open letter to President Nixon and members of the Congress”）」として掲載
した。実質的には意見広告ともいえるその内容は、1970 年 10 月の米上院外交委員会での
沖縄返還協定公聴会にも討議用参考資料として提出され、後日、上述した『米上院沖縄公
聴会の記録』にも記録されることになり495、森元治郎らが引用したように国会でも取り上
げられ、問題にされた。1970 年 10 月、在米中国人留学生が釣魚台保衛行動委員会を結成、
各地で抗議デモ等を行い、中華民国政府が尖閣領有を正式に表明するきっかけとなる。 
ロバート・D・エルドリッヂ（Robert D.Eldridge）によれば、アメリカが中立政策を続














その 2 日後の 9 月 10 日に、先述したように、マクロスキー報道官は「主権の対立がある
場合には、右は関係当事者間で解決されるべき」と発言した。 
また、沖縄返還協定が調印された 1971 年 6 月 17 日、米国務省のチャールズ・W・ブレ











との中立的な立場を示してきており、バラク・H・オバマ（Barack H. Obama, Jr.）政権の下
でも、フィリップ・J・クローリー（Philip J. Crowley）国務省報道官は同様の見解を表明し













2014 年 4 月、オバマ米国大統領が来日し、4 月 24 日に安倍晋三首相との首脳会談が行
われ、その後、共同記者会見が実施された。日本では、オバマが「Article 5 covers all territories 



















W・ブッシュ（George W. Bush）政権時代の 2004 年 3 月にも、当時の国務省副報道官が、
記者会見で尖閣諸島政策として明確に示していた509。 



















である。ちなみに、琉球新報は、4 月 27 日朝刊 3 面で「公式の同時通訳」が「正しくない」










サンフランシスコ平和条約第 26 条と北方領土問題 
日本の領土問題については、北方領土でも、竹島問題でも、その当事者国の他に米国の
影響が大きいのである。この米国の対応は、松本俊一が『日ソ国交回復秘録』で指摘した
1955 年の「ダレスの恫喝515」に通ずるものがあると筆者は考える。1955 年 4 月 1 日、日
本政府全権委員に任命された松本は、元駐日ソビエト連邦大使のヤコフ・A・マリク（Yakov 
A. Malik）全権と、国交回復をめぐる日ソ交渉を英国のロンドンで行った。同年 8 月、新た
に首席全権となった重光葵外相は、北方 4 島のうちの歯舞・色丹の 2 島の引き渡しがソ連
































Treaty of Peace with Japan 
Article 26 
Japan will be prepared to conclude with any State which signed or adhered to the United 
Nations Declaration of 1 January 1942, and which is at war with Japan, or with any State which 
previously formed a part of the territory of a State named in Article 23, which is not a signatory 
of the present Treaty, a bilateral Treaty of Peace on the same or substantially the same terms as 
are provided for in the present Treaty, but this obligation on the part of Japan will expire three 
years after the first coming into force of the present Treaty. Should Japan make a peace 
settlement or war claims settlement with any State granting that State greater advantages than 
those provided by the present Treaty, those same advantages shall be extended to the parties to 
the present Treaty. 
日本国との平和条約 
第二十六条 











 日本語の条文は、このように非常にわかりにくい文章である。同条約の第 27 条には、
「DONE at the city of San Francisco this eighth day of September 1951, in the English, French, and 










































フランカは、論文「日本と北方領土論争：過去・現在・未来（“Japan and the Northern Territories 







































































Department of State, 
Washington, D.C., October 20, 1971. 
Robert Morris, Esq., 
Rice & Rice,（書簡の名宛人、ライス・アンド・ライス法律事務所ロバート・モリス殿） 
Mercantille Dallas Building, Dallas, Tex. 
 
    Dear Mr. Morris: Secretary Rogers has asked me（ロジャース国務長官から要請    
があり、法律顧問の私 Starr がモリス氏の問い合わせに答えるよう指示された） to 
reply to your letter （Robert Morris） of September 28, 1971, concerning the claim 
of Grace Hsu to ownership of the Tiaoyutai, Huang Wei Yu, and Chih Yu 
islands. （要請内容は、あなたの顧客グレース徐氏(or 許氏)が釣魚台黄尾嶼赤嶼の領有
権について問い合わせてきたことへの回答である） We assume that you that by 
“Huang Wei Yu”and “Chih Yu”, you refer to Huang-wei-chiao and Chih-wei-chiao, 
two islets in the Tiao-yu-tai group.（あなたのいわれる釣魚台群の 2 つの小島、黄尾
礁と赤尾礁とは、黄尾嶼と赤嶼のことと思う）The Japanese names for these two 
islands are respectively Kobi-sho and Sekibi-sho, and the entire group is known in 
Japanese as the Senkaku Islands.（これら 2 島に対する日本名はそれぞれ黄尾嶼(コ
ウビショ)と赤尾嶼(セキビショ)である。矢吹注、日本名はそれぞれ久場島、大正島で
ある） 
  Under Article Ⅲ of the 1951 Treaty of Peace with Japan, the United States 
acquired administrative rights over “Nansei Shoto” south of 29 degrees north 
latitude. This term was understood by the United States and Japan to include the 
Senkaku Islands, （日本との 1951 年平和条約第 3 条に基づき、米国は北緯 29 度以南
のいわゆる南西諸島を獲得した。ここに尖閣諸島が含まれるものと日米は理解してい
る）which were under Japanese administration at the end of the Second World War 





  In accordance with understandings reached by President Nixon and Prime 
Minister Sato of Japan in 1969, the United States is expected to return to Japan in 
1972 the administrative rights to Nansei Shoto which the United States continues 
to exercise under the Peace Treaty. （ニクソン大統領と佐藤首相との 1969 年の理解
に基づき、米国は平和条約に依拠して行使してきた南西諸島に対する施政権を 1972 年
に日本に返還することが予定されている）A detailed agreement to this effect, on the 
terms and conditions for the reversion of the Ryukyu Islands, including the 
Senkakus, was signed on June 17, 1971, and has been transmitted to the Senate 
dor its advice and consent to ratification.（尖閣を含む琉球群島の返還諸条件の細則は
1971 年 6 月 17 日に調印され、批准とアドバイスを受けるべく上院に協定文書が回さ
れた） 
  The Government of the Republic of China and Japan are in disagreement as to 
sovereignty over the Senkaku Islands. （中華民国政府と日本政府は、尖閣諸島の領有
権をめぐって争っている）You should know as well that the People’s Republic of 
China has also claimed sovereignty over the islands. （中華人民共和国もまた、この
島嶼に対して領有権を主張している事実を知らなければならない）The United States 
believes that a return of administrative rights over those islands to Japan, from 
which the rights were received, can in no way predudice any underlying claims.（米
国は次のように考える、すなわち米国が日本から受け取った、これらの島嶼の施政権
を日本に返還することは、いかなる意味でも（中華民国、中華人民共和国の）潜在請
求権を排除するものではない、と）The United States cannot add to the legal rights 
Japan possessed before it transferred administration of the islands to us,（米国は日
本が施政権を引き渡す前に保有していた法的諸権利に対して（日本のために）何もの
も付加することはありえない）nor can the United States, by giving back what it 




The United States has made no claim to the Senkaku Islands and considers that 
any conflicting claims to the islands are a matter for resolution by the parties 
concerned.（米国は尖閣諸島にいかなる権利も要求しなかった。対立する領有権請求は
当該諸国によって解決されるべきものと考える） 
I hope that this information is helpful to you. （米国政府の見解があなたに役立つこ




  Sincerely yours,  
 
Robert I Starr,  
Acting Assistant Legal Adviser 




















と表明すべきだと要求した（1971 年 6 月 9 日付ケネディ特使からピーターソン補佐官あて

















スキー発言を引用したように、米国務省内では 1970 年 9 月の段階で、主権については「関
係当事者間で解決さるべき」という「中立」の立場をとる方向で一致していたと考えられ
る。 
1971 年 4 月 12 日に、ニクソンが周書楷駐米大使から「尖閣諸島が沖縄の一部だとする
国務省の言明はすでに暴力的な反発を招いている。それは海外華僑の運動を招くであろう












さらに、台北の中央研究院近代史研究所の林満紅研究員は、2014 年 3 月の国際シンポジ
ウムの報告で、「『施政権は日本に帰するが、主権帰属は当事者間で解決せよ』との米国に
よる釣魚台［尖閣諸島のこと］政策の背後にある正式な外交文書は、1971 年 5 月 26 日の
口上書（Note Verbale）であり、台湾と米国の繊維交渉が原因ではない556」旨を述べた。一
般に、外交文書としての口上書は秘密扱いであり、原文そのものは FRUS,1969-1976, Volume 
ⅩⅦ, China, 1969-1972)等でも探すことができない。したがって、筆者は林が指摘する米国
が中華民国宛に発出した「5.26 口上書」の原文は確認できていないが、林によれば、その








1971 年 5 月 26 日、米国は、日本から取得した施政権を返還するのであって、これは中華
民国による主権に関する主張を損じるものではないと正式に我が国に通知した557」との説明
があり、林が指摘する口上書の内容と一致する。さらに、FRUS, ⅩⅦにある 134 番文書「国
際経済担当大統領補佐官ピーターソンから台北のケネディ特使へのバックチャネル（極意）





ではないか。「5.26 口上書」は、同年 3 月 15 日に周書楷大使が米国務省に提出した口上書558
への返答であった。林満紅は、米国が繊維交渉を早期に妥結するために尖閣問題を関連さ




いる。「国際情勢の激変」とは、1971 年 7 月にキッシンジャーが極秘訪中を行い周恩来と
































































矢吹が「象徴」とした二つの射爆撃場について、2010 年 10 月に沖縄県選出の照屋寛徳
衆議院議員が提出した「尖閣諸島と日米地位協定に関する質問主意書568」に対して、菅直
人首相が「答弁書569」を閣議決定している。久場島と大正島が「黄尾嶼射爆撃場」「赤尾















































ちなみに、尖閣「国有化」以降の 2014 年 11 月、近藤昭一衆議院議員の質問主意書574に










かった。また、翌 1968 年 8 月に東郷アメリカ局長は、領海侵犯等を「まことに遺憾なる事
態」とは述べたものの、尖閣諸島の帰属について明言しなかった。そのような日本政府の







1968 年 10 月から 11 月にかけて、国連アジア極東経済委員会（ECAFE：UN Economic 












































   








   明治年間に、これを日本の領土に編入する行政措置がとられるまで、これを自国の
領土と宣言した国もなければ、実力的にこれを支配した国もなく、またわが国の領土
に編入されてから、これに対して異議を唱えた国もかつてない。［中略］ 







































582」と『季刊沖縄』第 56 号の編集後記に記している。 
 ここに出てくる奥原敏雄は、第 3 章でも紹介したが、1932 年旧関東州大連市生まれで、
国士舘大学政経学部専任講師、助教授、教授を経て、同大学名誉教授であり、「日本の国際
法学者では初めて法的観点から尖閣列島を日本の領土であるとする論陣を張った583」と評




ことができた586」。奥原は、この頃のことを 2012 年 6 月に発行された『島嶼研究ジャーナ
ル』創刊号上で高井晋との対談を行い、以下のように語っている。 
    
奥原：アメリカが沖縄の返還を考え始めていた 1968 年 2 月頃、早稲田大学大学院時
代に私の指導教授だった一又正雄博士をはじめとする先生方は、復帰に備えて問題点
を整理するために、学際的な研究会を立ち上げました［中略］。 




























   高井：中国人の気質ですね。ところで政府は奥原先生に何か支援してくれましたか。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
 











































   序説 





治 28 年（1895 年）以来今日まで世界のいかなる国家からも抗議をうけたことはなく、
平穏理に領有してきた。しかし、1970 年 9 月以降、中華民国（国府）と中華人民共和
国（中共）が領有権を公式に要求するようになった今日、この問題を国際法の観点か
ら、あらためてあきらかにすることが必要である。 













18）年と 1890 年に同知事によって政府に提出されたが、1893 年に漁業上の取締を理
由に同知事は再び上申した。1894 年 12 月 27 日、内務大臣は沖縄県知事の上申を外務
大臣と協議したところ、外務大臣も閣議提出に同意した。ついで翌年の 1895（明治 28）
年 1 月 14 日、同知事の上申通り尖閣列島を同県の所管とし、標杭を建設することを閣
議も承認、決定した。政府は 1 月 21 日、沖縄県知事にその実施方を指令した。 
二、 領有権原確定までの経緯 
沖縄県知事は、1896 年 4 月、尖閣列島を八重山郡に編入し、国内法上の措置を完了、
その後 1902 年 12 月、石垣島大浜間切登野城村に所属させた。政府は、尖閣列島中の
魚釣島、久場島、南小島及び北小島の 4 島を、八重山郡に編入後、国有地に指定し国
有地台帳に記載した。なお、久米赤島は面積が小さいこともあって国有地への指定が
遅れ、1921（大正 10）年 7 月 25 日に内務省所管とされ、島名も大正島と改称された。 
魚釣島など 4 島に対する国有地借用願は、古賀辰四郎氏によって、八重山群への編
入直後、内務大臣宛申請されていた。政府は 1896 年 9 月、同氏に対して魚釣島、久場
島、南小島及び北小島の 4 島を期間 30 年の無料貸与を許可した。古賀氏は、1897 年
以降、大規模な資本を投じて、魚釣島と久場島に家屋、貯水施設、船着場、桟橋など
を構築するなど、尖閣列島を開拓し、さらにアホウ鳥の鳥毛採取、グアノの採掘等の









月に政府は有料で払い下げた。売買価格は、魚釣島 1825 円、久場島 247 円、南小島





明示的に言及してはいないが、1953（昭和 28）年 12 月 25 日に効力を発したアメリカ









琉球政府立法院は、1955 年 3 月 5 日、第三清徳丸事件に関連して、アメリカ民政府、
日本政府並びに国際連合などに対し決議を採択した。 
1961 年 4 月 11 日、石垣市は固定資産税評価の実態調査のため担当官を尖閣列島に
派遣し、1969 年 5 月、尖閣列島 5 島に石垣市の管轄を明示した行政標識を設立した。 
米民政府は 1968 年以後、軍用機による哨戒を行うとともに、1970 年 7 月、同政府






































年 3 月 8 日である。 
 
④ さらに、外務省情報文化局が、「尖閣列島について」という印刷物で、わが国は
1895（明治 28）年 1 月 14 日の閣議決定により、尖閣列島を沖縄県の所轄とし
て、標杭をたてることを決めた。これは国際法的には先占によって取得したも





めて答弁するのは、1972 年 3 月 21 日の衆議院予算委員会第二分科会である。それ以前の
政府は、尖閣諸島の領土編入の根拠を「先占の法理」だとは言及していない。したがって、






























   国際法先例彙輯（2）                  昭和八年十月調 
















































2016 年 9 月現在、外務省ホームページに掲載されている「尖閣諸島について」に「それ
まで何ら主張を行っていなかった中国・台湾は、1970 年代になって初めて尖閣諸島の『領
有権』を主張するようになった607」との記述があり、「尖閣諸島についての基本見解」の







しかし、これまでに筆者が挙げた日本政府による国会答弁の変遷をみれば、1970 年 9 月
までは、日本政府も尖閣諸島の帰属および領有権について明言していないことがわかる。
同年 9 月 7 日に、外務省条約局の山崎敏夫参事官が、「領有権に関しましてはまさに議論の
余地のない」、「明らかにわれわれの領土」との表現で、初めて日本の領有を明示的に答弁






















盛暉のみである。村田は、『尖閣列島・釣魚島問題をどう見るか』の中で、「1895 年 1 月 14
日に現地に標杭を建設する旨の閣議決定を行なって正式にわが国の領土に編入610」したに
もかかわらず、「実際にはこの時には標杭建設は行われなかった。のちにこの島をめぐる帰


















はない」と意思表示したのは、70 年 8 月の琉球立法院による全会一致の決議［第 1 章
第 1 節で引用した「決議第 12 号 尖閣列島の領土権防衛に関する要請決議」］でした。
ついで、71 年 6 月、中華民国政府が、保釣運動を背景に、これらの島々の領有権を主















さらに、台湾の「外交部檔案」を調べた邵漢儀の最新の研究成果によれば、第 3 章第 3
節でも触れたように、1970 年 9 月 3 日に駐華日本大使の板垣修が外交部次長の沈劍虹を訪
ねた時に尖閣領有法的根拠として「1896 年の勅令 13 号」を示した。それに対して、国府
は日本の勅令第 13 号について分析・調査を行い、10 月 1 日には、外交部条約局が「日本
明治廿九年勅令第 13 号に関する分析」の中で、勅令 13 号には「『尖閣諸島』或いは『魚釣
島』等の文字は無い」と指摘する。10 月 23 日、板垣大使は再び沈と非公式に意見交換を行




によれば617、1970 年 7 月には国府が米国の石油会社パシフィック・ガルフ社に、尖閣周辺
の探査・採掘権を認めたこともあり、米国の同盟国である日本と中華民国（台湾）は、米
国を巻き込みながら、尖閣をめぐり「舌戦」を開始した。米国の「中立の立場」は、同年 8












 米国務省は、1970 年 8 月 19 日付けの駐台米国大使館宛て電報の中でもこの立場を明確

































うに指示した622。この訓令を受け、先述したように、9 月 3 日、板垣駐台大使は中華民国外
交部を訪れ、沈外交部次長との会談に臨み、尖閣領有の根拠として勅令第 13 号を示したの
である。 
 さて、この間の 1970 年 9 月 2 日には、国府の水産試験所所属の公船に、『中国時報』の
記者が同乗し、魚釣島に中華民国国旗を立てるという事件が起きた。この事実は 9 月 4 日
に知られることとなり、緊張が高まった。これを受け、ワシントンでは、日本大使館の木





























 徐勇は、2005 年の論文で以下の通り述べている。 
 
1968 年前後に国連極東経済委員会（ECAFE）が調査を行い、釣魚島の海域に豊富な












また、廉徳瑰は 2012 年の論文で、以下のように指摘している。 
 
日本は「バンコク報告626」が発表されたあとに、釣魚島の主権を有していることを声
明で発表した。1969 年 5 月、つまり「バンコク報告」が発表された 1 か月後に日本の
石垣市は釣魚島に標木を建てた。これは 1895 年 1 月 14 日に日本政府が釣魚島を「編
入」して後、初めて境界を示す標木を建てたのである。74 年来、釣魚島は実効支配下






を行った。この調査の予算は 943 万 5000 円であり、調査団の団長は新野弘であった。
この学術調査は実際のところは海底の石油探査であり、8 月 28 日、調査団は日本政府
に対して調査報告を提出した。1970 年 5 月 9 日［正しくは 1969 年 5 月 10 日と 11 日］
石垣市当局は釣魚島等の島嶼に「行政管轄標識碑」を建てた。［1970 年］7 月 8 日、琉






















                                 外務省統一見解 
昭和 47 年 3 月 8 日 
尖閣諸島は、明治 18 年以降政府が沖縄県当局を通ずる等の方法により再三にわたり
現地調査を行ない、単にこれが無人島であるのみならず、清国の支配が及んでいる痕
跡がないことを慎重確認の上明治 28 年 1 月 14 日に現地に標杭を建設する旨の閣議決
定を行なって正式にわが国の領土に編入することとしたものである。 
































     （１） 慎重な編入手続き 
     （２） 戦前におけるわが国の支配 
     （３） 戦後における支配 
３．わが国はこう考える 
     （１） 先占による領土編入 
     （２） 明確なサン・フランシスコ平和条約 








   尖閣諸島中四島の払下げについての国有地台帳 
   琉球列島の地理的境界（米国民政府布告第２７号） 
琉球政府章典（米国民政府布令第６８号） 
   群島政府組織法（米合衆国軍政府布令第２２号） 
   尖閣列島に対する警告板の設置に関する米琉往復書簡 
   尖閣列島における警告板設置について 
   沖縄返還協定 
   合意された議事録 
   中華民国政府外交部声明 








明治 12 年（1879 年）、明治政府は琉球藩を廃止し、沖縄県としましたが、明治 18
年（1885 年）以来数回にわたって、沖縄県当局を通じ尖閣諸島を実地に調査した結果、
尖閣諸島が清国に所属する証跡がないことを慎重に確認した後、明治 28 年（1895 年）
1 月 14 日の閣議決定により、尖閣諸島を沖縄県の所轄として、標杭をたてることにき
めました。 














































































ている防空識別圏636（Air Defense Identification Zone；ADIZ）のこと、米国が施政権と主権
を分けていること、さらに赤尾嶼と黄尾嶼にある米軍の射爆場は撤去を求めるべきだと、
以下の通り踏み込んだ質問している。 
    


















   ○楢崎弥之助 中国側が尖閣列島の領有権を主張する、もしそこに日本の飛行機が
ADIZ で飛んでいく、そうすると、中国側が自分の領土に飛んできたということで、ス
クランブルをかけないという確信があなた、ありますか。 
   ○久保政府委員 共産圏の ADIZ がわからないのでありますが、極端な例を申します









   ○福田外務大臣 わが国の領土権の問題に対して、最終的な裁判官じゃありません
から、それに裁判的な意見を求めるようなことは考えておりません。 






















ージ「海峡両岸論 第 44 号」で拙修士論文「領土政策に関する政府見解の変遷――尖閣諸島
をめぐる国会答弁を中心に――」を紹介し、「中国が尖閣諸島を彼らの防空識別圏（ADIZ）
に含めても『格別、不都合ではない』と答えていたことも明らかにされている。中国が昨













































































































































































 1982年 9月、鈴木善幸首相が来日したマーガレット・サッチャ （ー Margaret Hilda Thatcher）
英首相との首脳会談で、尖閣諸島の領有権に関し、日本と中国の間に「現状維持する合意」
があると明かしていたことが分かった。英公文書館が両首脳のやりとりを記録した公文書



















（68-69 代首相、1980 年 6 月死去）、田中角栄（64-65 代首相、1985 年 2 月脳梗塞で入院）、









員会総書記が 1987 年 1 月に失脚するなど、蜜月と言われた日中関係は難しい時代を迎え始
めた。 
鈴木・サッチャー会談から 3 年後の 1985 年 4 月 22 日に、「中国との間に尖閣諸島の領有
権をめぐって解決すべき問題はそもそも存在しない677」（巻末資料(40)参照）との見解が、
安倍晋太郎外相から発表された。1988 年 11 月には、斎藤邦彦外務省条約局長が、「尖閣列
島というのは、我が国にとりまして領土問題でも何でもなく、我が国が有効に支配してい
る我が国の領土の一部678」（巻末資料(41)参照）と答弁した。1989 年 3 月には、都甲岳洋欧
亜局長が、「尖閣諸島をめぐって解決すべき問題自体存在しない679」（巻末資料(42)参照）と
















た。では、2010 年 10 月に前原外相が答弁した「棚上げ合意の否定」についてはどうなの


















また、領有権に関する答弁のところでも述べたが、1988 年 11 月、外務省の斎藤条約局
長が、「棚上げするということについて日中間で合意があったということは全くございませ
ん688」（巻末資料(41)参照）と、1989 年 3 月には都甲欧亜局長が、「棚上げ云々の問題が生
じる余地はないことを明確にいたしました689」（巻末資料(42)参照）と、1989 年 12 月には
鈴木勝也外務大臣官房審議官が、「いわゆる棚上げというようなことは毛頭ございません

























































































































た 1970 年 9 月から、領有権問題と大陸棚の開発や境界画定の問題は区別して使い分けてい

































































































































































2013 年 6 月に訪中した野中広務元内閣官房長官は、1972 年の国交正常化交渉において、
尖閣諸島の領有権について日中双方が棚上げを確認したと、田中から直接聞いたことを明
















































































きず、1976 年 12 月に発足した福田赳夫内閣になってから、事務当局間による具体的な条
約交渉が進展した。 
1978 年 8 月 8 日、園田外相は平和友好条約交渉をまとめるために訪中し、10 日に北京で
鄧小平中国共産党中央委員会副主席兼国務院常務副総理との会談を行った。矢吹晋によれ
ば、尖閣についてのやりとりは、2003 年 1 月に情報公開法に基づいて公開された「園田直



























































   竹村：尖閣列島の問題で「ああいうことはもう二度と起こしません」という言葉を
もらってきましたね。しかし、あれだけでは中国が自分の領土だと思っているのか、
思ってないのか、ちょっとはっきりしないんです。 








   竹村：そう言わざるを得ないわけですね、公式に声明を出しとるから。 








   竹村：どっちから出たんですか。 






























が開きかけたのが、2010 年 9 月 7 日の尖閣諸島漁船衝突事件であり、完全に開いてしまう
ことになった原因が、2012 年 9 月 11 日の野田内閣による魚釣島・北小島・南小島の購入、
いわゆる尖閣諸島の「国有化」であったといえる。 
 筆者自身、「棚上げ」と呼ばれる「現状維持」は、中国側が日本の実効支配を黙認するこ

















は、1972 年の中日国交正常化と 1978 年の平和友好条約締結の折衝において達した「釣魚
島問題は棚上げし、今後の解決を待つこと」、すなわち「棚上げ」である。 
また、2013 年 7 月 30 日、習近平中国共産党中央委員会総書記兼国家主席は中国共産党


















































1997 年 11 月における日中漁業協定上の「棚上げ」  






   本大臣は、本日署名された日本国と中華人民共和国との間の協定に言及するととも
に、次のとおり申し述べる光栄を有します。 


































2004 年 3 月における小泉首相の対応 
2004 年 3 月 24 日、中国人活動家 7 人が魚釣島に上陸した際の小泉政権は、上陸した活
動家たちを逮捕はしたものの、送検は見送った上で強制送還するという「政治判断」を下




に送検せずに強制送還した760。逮捕された 7 人のうち 1 人は、靖国神社での落書き事件で
有罪判決を受けて執行猶予中であり、どう考えても「法律に従って」、猶予は取り消されな
ければならないはずであったと、小島朋之は指摘する761。領有権の問題がなくて、「暗黙の












2010 年 9 月における漁船衝突事件時の菅内閣の対応 
では、民主党政権は、どのような対応をしたのであろうか。2010 年 9 月 7 日午前 10 時
過ぎ、尖閣諸島沖で、海上保安庁第 11 管区海上保安本部所属の巡視船「よなくに」と「み
ずき」に中国の漁船が衝突するという事件が発生した。7 日午後 10 時 30 分、海上保安本


















まう。結果的に、逮捕した船長を強制送還にはせず、事件発生から 10 日以上経過した 9 月
19 日に、那覇地方検察庁石垣支部は拘留期限延長を請求し、石垣簡易裁判所は同日、29 日
















し、当時の内閣官房長官の仙谷由人は 2017 年 2 月に、「菅直人総理には、船長を起訴して
公判を維持する覚悟はなかった」と述べている766。 








的経済水域（Exclusive Economic Zone；略称 EEZ）、公海などを定め、海洋の利用・開発と
その規制に関する国際法上の権利義務関係を規定した国際法の総称である767。海洋法につ
いては、1958 年に国連が領海条約、公海条約、大陸棚条約および公海漁業条約の 4 条約を
作成したが、これらの条約は海洋開発技術の進歩と発展途上国の台頭によって急速に時代
遅れとなり、1982 年には新たに「海洋法に関する国際連合条約」（United Nations Convention 




















なお、国連海洋法条約は、日中両国について各々1996 年 7 月に効力を発生している771。 
そして、同条約は、排他的経済水域に関する大陸棚限界委員会への申請文書の提出期限
を 2009 年 5 月 12 日とした772。 
 
関係国の関連国内法令では、台湾当局は既に 1970 年には釣魚台等の島の大陸棚資源に対





なお、領海の幅員は基線から 12 カイリとされる（第 3 条）。同国の 1998 年の排他的経済水
域および大陸棚法第 2 条は、その排他的経済水域を領海を測る基線から 200 カイリに及ぶ
ものと規定し、また大陸棚は陸地領域の自然の延長をたどって大陸棚縁辺部の外縁まで、
これが基線より 200 カイリ以内の場合には基線より 200 カイリまでと定義した774。また、
2012 年 9 月には、同国は釣魚島に基点を設定して、これらを結ぶ直線基線を領海の基線と






他方、日本では、1969 年 8 月に防衛庁訓令第 36 号によって設定された防空識別圏777が




















2003 年 8 月、中国が白樺（中国名、春暁）油ガス田の開発に着手したことを契機とし
て、東シナ海のガス田に大きな関心が向けられるようになった。白樺は、両国の領海基線







開するため、2004 年 10 月から数回に渡って日中間の実務者（局長級）協議が開かれた784。 















































































限を 2009 年 5 月 12 日とした。同条約は、12 カイリの領海に加え、領海の基線から 200
カイリまでの排他的経済水域が新たに設定されたことにより、新しい国際海洋秩序の形成
をめぐる綱引きの幕開けとなった。1996 年 7 月に中国は国連海洋法条約の締約国となった
が、2009 年の提出期限をにらみ、中国は 2006 年頃から従来の経済発展に加え「国家主権
と安全」を新たに国益として付け加えて海洋権益の擁護を前面に打ち出した。その結果、
2007 年以降、中国とベトナム、フィリピン、日本との間で海洋権益をめぐる対立がエスカ
































トナムとの間でそれぞれ漁業協定を締結した。2002 年 11 月には「南シナ海行動宣言」に、
2003 年 8 月には「平和と繁栄のための戦略的パートナーシップに関する共同声明」に調印
し、同年 11 月には域外国として初めて「東南アジア友好協力条約（TAC）」への加盟を果
たした802。 








山は指摘する。2003 年 11 月に、中国はフィリピン国家石油公社と石油の共同探査に関す
る契約を結んでいた。また 2005 年 3 月に、中国はベトナム、フィリピンの石油会社と「南
シナ海の協議地域における地震波の共同探査に関する取り決め」（期間 3 年間）を締結し、
同年 7 月にはベトナム、フィリピンと南シナ海における共同探査に合意した804。黄海でも
同様の動きが見られ、2005 年 12 月に、中国は北朝鮮と黄海での共同開発に関する協定を
結んだ。さらに、共同開発に加え、安全保障分野における協力の模索も続けられていた。
2006 年 5 月、フィリピン、ベトナムと南沙諸島周辺海域の安全保障協力を強化することに





の 2009 年 5 月が近づくにつれ、中国と関係各国の対立は激化する一方であった。日本との
関係でいえば、2006 年から中国海監が東シナ海での提起巡航を実施し、2008 年 12 月 8 日
には、海監東海総隊の「海監 51」および「海監 46」公船が初めて尖閣諸島の領海である
12 カイリ内に入り、尖閣諸島を 3 周半周り、島から 0.96 カイリまで接近し、「海洋権益を
擁護する活動」を行った807。2010 年 7 月の ASEAN 地域フォーラム（ARF）での中国の対
応をめぐり紛糾するなどの事態を受け、戴秉国国務委員が同年 12 月の『人民日報』で中国
の平和発展を強調した署名論文を発表するなど、中国は火消しに奔走した。こうした中、

















申し立てた海洋法の仲裁裁判で、2016 年 7 月 12 日に中菲間の国連海洋法付属書Ⅶに基づ


























 このような新組織が正式に発足したのは 2013 年 7 月 22 日で、所属の中国公船の舷側表
記も「中国海警（英語呼称：China Coast Guard）」に改められた。この新組織への改編に
より、現在中国の国家海洋局は、その任務をかつての「四つの龍」が担当していた業務の































 1949 年 10 月に毛沢東が成立を宣言した中華人民共和国は、建国直後から厳しい国際環
境に置かれていた。北では朝鮮戦争、南ではインドシナ紛争、東側では大陳島を基地とし
た国民党軍による海上封鎖824があり、1950 年代初頭の中国はいわゆる「三日月形」の安全
保障上の脅威にさらされていた。1951 年 8 月には米比相互防衛条約が、同年 9 月にはオー
ストラリア、ニュージーランド、米国間の安全保障条約（ANZUS）、日米安全保障条約が










た中国は、国境の画定には未着手のままであった。こうした中、1954 年 4 月に「中国チベ
ット地方・インド間の通商・交通に関する協定」が締結され、（1）領土保全及び主権の相
互尊重、（2）相互不可侵、（3）内政不干渉、（4）相互互恵、（5）平和共存の 5 項目からな














 ビルマとの国境問題で最大の障害は 1941 年条約であった。しかし、バンドン会議で反植
民地主義を掲げ、民族独立を支援する方針を打ち出した中国は、1941 年条約を基本的に認
める方針を打ち出した831。1956 年 6 月に中国に渡されたビルマのウ・ヌー（U Nu）首相
の手紙では、華僑の二重国籍問題やビルマ共産党問題に関する懸念が表明されていた。中
国はこれに対して積極的に反応し、7 月からはビルマに援助を提供し、周恩来は国境解決問
題の「2 段階方式」を提案した。第 1 段階としては、両国が 1956 年 11 月から同時に係争
地域から軍隊を撤退させ、第 2 段階で国境問題について交渉するという内容であった。1957
年 3 月 29 日から 30 日にかけてのウ・ヌー首相との会談で、周恩来は中国の譲歩案を伝え
た。同会談でビルマ側からの同意を取り付けた後、3 月 31 日に毛沢東はこの案を最終的に
承認した。1958 年から 59 年にかけてビルマ政権が不安定に陥り、交渉は一時頓挫したが、
1960 年 1 月にビルマのネ・ウイン（Ne Win）首相の訪中の際に両国は相互不可侵条約を結










スタン、アフガニスタン、北朝鮮の 5 カ国との間で次々と国境協定を結んだ。 
 ネパールは中国とインドの二大地域大国の間に位置し、またチベットとも隣接している。
中国の国境地域における米国やインドの影響力の浸透を回避し、またチベットの安定を確
保する上で、ネパールの戦略的重要性は非常に高い。中国は 1955 年 8 月にネパールと国交









 モンゴルとは建国直後の 1949 年 10 月に国交が結ばれたが、中国・モンゴル友好相互援
助条約が結ばれたのは 1960 年 5 月である。1962 年 12 月に交わされた国境条約は現状維持
の方針に基づいたものである。1963 年以降の中ソ関係の悪化で、中国とモンゴルとの関係




中国とパキスタン両国の関係は 1951 年 5 月に国交を結んでから、経済関係を中心に進展し
ていった。1961 年 3 月、パキスタン政府は正式に中国に国境交渉を要請する一方、国連の
中国代表権問題において台湾ではなく、中国に投票するようになった。中国とインドの関









て短いが、中印関係悪化の影響を受け、双方は 5 ヶ月もかけて交渉を行い、1963 年 11 月
に国境協定が締結された836。 
 「血で結ばれた」友好関係と称される中国と北朝鮮は、1961 年 7 月に「友好相互援助条
約」を結び、1962 年から国境協定に関する交渉が始まった。6 ヶ月の交渉を経て同年 10 月






















中越間の国境線 1350 キロメートルは、清仏戦争後に清とフランスの間で 1887 年に締結
された中越陸上国境画定協約と、1895 年の同補助協約を基本に画定された。ベトナムの抗










て、国境問題に関する会談が 74 年、77 年、79 年の 3 度にわたって開催された。しかし、










両国は 1993 年 10 月に国境・領土交渉の基本原則に関する 6 項目のガイドラインを定め






 陸上国境問題に特に焦点を当てた公式の協議は 1993 年に始まり、翌 1994 年には専門家
レベルでの協議も始まった。交渉の結果、1999 年に両国は 1350 キロメートルにおよぶ陸
上国境のうち 900 キロメートルの国境線画定につき合意に達した。残り 450 キロメートル
















水域をまたぐ 3 万 3000 平方キロメートルの共同漁業区域を設定した。地理的中間線を基準
とすることで、「50：50」の線引きが行われたことになる。このような過程を経て、中越間
では 1999 年 12 月 30 日に陸上国境協定、2000 年 12 月 25 日にトンキン湾内の排他的経済
水域および大陸棚画定協定・漁業協力協定が締結されるに至った846。 
その後両国間の交渉は海上国境と漁業権についての技術的な問題に関する協定の問題に 
移った。2004 年 1 月のハノイで開催された第 10 回中越政府間国境協議を経て、同年 4 月
29 日にはトンキン湾漁業協力協定付属議定書が調印された。これは 2000 年末に締結され
た漁業協力協定の施行に関する細目を定めた付属議定書であり、付属議定書の内容は漁の
際使用する網の目のサイズなど、専門的事項である。その後両国での批准作業は順調に進
み、2004 年 6 月 15 日、ベトナム国会はトンキン湾における領海、排他的経済水域、そし
て大陸棚の境界線に関する協定を批准した。同月 30 日、中越両国は批准書を交換した847 
 中越の国交正常化後、約 10 年で陸上とトンキン湾における国境交渉が妥結した理由とし
て中野亜里は以下の四点を挙げている。第一に、両国指導部が政治面・経済面の利益を共










 インドは 1949 年 12 月に中国を国家承認し、非社会主義国家の中で最初に中国と国交を
結んだ。地理的にチベットと隣接している点で、中国の安全保障においてインドは格別な










の係争地は大きく 3 カ所に分けられ、うち東部約 9 万平方キロメートル、中部約 2000 平方
キロメートルをインドが、西部約 38000 平方キロメートルを中国がそれぞれ実効支配して
いる。このほかインドは、パキスタンが中国に譲渡したカシミール「北方地域」の一部、
約 5000 平方キロメートルの領有権も主張している。 
 未解決の国境問題をめぐる対立は、ついに 1962 年に大規模な武力衝突を引き起こした。
国境戦争は、中国側の勝利に終わったが、国境問題は未解決なまま残され、両国関係は長
























































 国境戦争により中印関係は断絶状態に陥り、ようやく 1976 年に双方の大使が復帰するも
のの、本格的な関係改善は冷戦構造が崩壊へと向かう 1988 年 12 月のラジヴ・ガンディー
首相の訪中まで待たねばならなかった。ここで両国は「国境問題に関する合同作業部会」
の設置に合意し、以来、境界線上の信頼醸成措置（CBMs）が一定程度進んだ。1993 年の
ナラシンハ・ラーオ（Narasimha Rao）首相訪中時には、「中印境界線付近の LAC 沿いの平
和と安定維持に関する協定」が結ばれ、国境問題の最終解決までは双方ともLACを尊重し、
現状維持を図ることで合意した。1996 年の江沢民国家主席訪印時の「印中境界線地域の





























よう。2013 年 5 月にはクルシード（Salman Khurshid）外相の訪中、李克強首相の訪印が、












































ツィン（Boris Nikolaevich El'tsin）は中ソ間で係争中だった島嶼のうちの 98％の主権帰属を






























て動き出すためには、ゴルバチョフが登場する 1985 年を待たざるをえなかった。 
 ゴルバチョフ党書記長は、ペレストロイカ（perestroika）、グラスノスチ（glasnost）、新思
考外交を唱え、1986 年 7 月の有名なウラジオストック演説で河川国境の線引きに関する国
際法の一般原則を承認した。1991 年 5 月、中ソ間で東部国境協定が締結され、次のことが
決まった。それまでソ連が実効支配を続けてきたアムール川に浮かぶ 2444 島のうち、1163
島をソ連領として残すものの、1281 島を中国領とする。このことによって、中ソ間で係争
中だった全島嶼のうち 98％までの島々の主権帰属が決まった。1991 年 12 月のソ連解体後
の 1994 年には中ロ西部国境協定も結ばれ、中ロがカザフスタンとモンゴルの 2 カ国に挟ま




中ロは、2004 年の補足協定によってついに合意に達した。ラブロフ（Sergey Viktorovich 
Lavrov） 外相によると、3 島は「50：50」の折半方式で解決された。つまり、アルグン川
に浮かぶ阿巴該図
ア バ ガ イ ド















































を選ばざるをえない羽目になった。2009 年 2 月、中ロ両政府は、「東シベリア・太平洋
（ESPO）」石油パイプラインの大慶支線の建設について正式に合意した。同時に、ロシア
は、中国に対して日量 30 万バレルの原油を 20 年間にわたって提供し、その代わりに中国























































 第二次世界大戦後、日本の領土を法的に確定した 1952 年 4 月発効のサンフランシス
コ平和条約において、尖閣諸島は，同条約第 2 条に基づきわが国が放棄した領土のう
ちには含まれず、第 3 条に基づき南西諸島の一部としてアメリカ合衆国の施政下に置









痕跡がないことを慎重に確認の上、1895 年 1 月 14 日に現地に標杭を建設する旨の閣
議決定を行なって正式にわが国の領土に編入することとしたものです。 
















古代史において先住民との関係で使われる言葉である。19 世紀や 20 世紀に国家が押さえた























嘉が聞いてみたところ、いくつかの候補としては、the Japan proper, the mainland Japan, the 
inherent territory of Japan, the integral part of Japanese territory, the historically-owned Japanese 
territory などが挙げられたという871。最初の二つの訳語は、通常「日本本土」という意味で
使われ、最後のものは不自然な訳で使われない。三つ目の「inherent」という訳も問題で、
アメリカ人の英語教授によると「inherent という意味は、permanent and essential（恒常的で
本質的）という意味を含むが、ほとんどの国の領土は“恒常的”でも“本質的”でもない
から、不適切である」という。これよりは「the historical territory of Japan」の方がいいが、
「歴史的な領土」というのも時代を特定しなければ意味がない872。「固有の領土」に最も近






is no doubt that the Senkaku Islands are clearly an inherent part of the territory of 
Japan, in light of historical facts and based upon international law875」と表記されている。





























































































「固有の領土」という言葉が、いかに不適切であるかを実感した。1945 年 7 月 10 日、日
本政府は、中立条約の遵守と米英との和平の斡旋を求めるために、最後の特使として近衛
元首相をソ連に送ることに決めた897。近衛は、終戦の仲介を頼むために訪ソするに際して、




























































































 まず、第 3 章で述べたように、尖閣諸島を編入する旨の内命を山縣内務卿が沖縄県に対





























2012 年 9 月の野田佳彦内閣による尖閣諸島「国有化」以降、2014 年 11 月に至るまで首
脳会談が実現できなかったことに象徴されるように、尖閣諸島をめぐる日中間の対立は長
期化し、沖縄の帰属問題にも波及するかに見えるできごとも起きた。 














































































（明）に入貢してから、1875 年（明治 8 年）の最後の入貢（清）まで、琉球・中国の



































































体的な措置として「琉球藩」が設置される 1872 年を始期とし、1879 年の「廃藩置県」を












1871 年の年末に琉球の漁民 66 名が台湾に漂着し、そのうちの 54 名が牡丹社の住民に殺





あればこそ、翌 1874 年 4 月に西郷従道による台湾出兵（征台の役）を強行したのである951。 
金城は、「明治政府の誕生を共に日程にのぼった征韓論と、74（明治７）年に決行された征
台の役とは、同じ幹から出た二つの枝であった952」という。明治政府が最初に行った海外






係を維持していた。1879 年 3 月 27 日、処分官に任命された内務大書記官の松田道之率い
る 160 余名の警官と熊本鎮台分遣隊半大隊 400 名は、首里城を占拠して「琉球藩を廃して

















「分島・改約」案はこのときの密談に胚胎している。同年 8 月 10 日には、グラントと明治
天皇の会談も行われた。そして、日本はグラントの忠告に従い、琉球の「所属」をめぐる
日清間の外交交渉が再開される運びとなった959。 





































ちなみに、本土における第 1 回衆議院議員総選挙が施行されたのは 1890（明治 23）年で
あるのに対して、沖縄における衆議院議員総選挙の施行は 1912（明治 45）年であり、1909



































したこともあり、使節の派遣は一度ならず延期された。光緒 2 年 12 月（新暦の 1877 年 1
月。以下、括弧内は新暦）何如璋が正使に任命され、翌年 11 月（1877 年 12 月）に日本に
到着し、初代駐日使臣となった。何如璋は進士出身であり、任期中は琉球等重大問題に対
し非妥協政策を主張していたが、1880 年に召還された。実際に赴任した出使日本国欽差大
臣（駐日公使）としては第二代に当たる黎庶昌は、光緒 7 年 3 月（1881 年 4 月 ）に任命


























琉球をめぐる日清両国間の東京交渉が決裂状態に陥っていた 1879 年 7 月、グラント前米











1871 年 12 月、難破して台湾に漂流した宮古・八重山の住民 66 人中 54 人が当地の「牡
丹社」を名乗るパイワン族先住民によって殺害された琉球人遭難事件に起因する 1874 年 5
月の台湾出兵は明治政府による最初の海外派兵であった。征台軍は 6 月 3 日には牡丹社討
伐を完了したが、疫病のため軍隊の 6 分の 1 の 561 人の死者を出す苦境に陥り、さらに、
この出兵に対して、清国政府は日清修好条規に違反すると抗議して、撤兵を強硬に申し入
れてきた。他方で、同年 7 月、明治政府は琉球藩の所管を外務省から内務省に移管した。
台湾出兵問題の収拾にあたり、同年 9 月から 10 月にかけて、全権弁理大臣大久保利通内務




























第 2節 日清両国間互換条約の再検討 
以上が台湾出兵の背景だが、英国の調停による和議の交渉の結果として結ばれた互換条
換と互換憑單において、琉球の帰属はどのように規定されたのか、条文を検討したい。 
1871 年に調印された日清修好条規第 6 条で「此後兩國往復スル公文大清ハ漢文ヲ用ヒ大
日本ハ日本文ヲ用ヒ漢譯文ヲ副フベシ或ハ只漢文ノミヲ用ヒ其便ニ從フ999」と規定されて
おり、互換條約本文1000は漢文だが読みにくいため、京都大学名誉教授の竹内実による書き
下し文1001も合わせて以下に引用する。清国の年号である同治 13 年 9 月 22 日と明治 7 年
10 月 31 日の日付が異なるのは、清国は当時旧暦を採用していたからである。 
 






































































































う名称が使われている1019。日本の新聞『郵便報』11 月 10 日に「清国遂に賠償承諾」とい






























1879 年 3 月 27 日、処分官に任命された内務大書記官の松田道之率いる 160 余名の警官
と熊本鎮台分遣隊半大隊 400 名は首里城を占拠し、松田は「琉球藩を廃して沖縄県を置く


















琉球の帰属問題に清国が関心を向け始めたのは、1876 年 9 月末に琉球から清国への王の
密書を帯した使者が派遣され、翌年 3 月に福州を経由して、日本政府が琉球による清国へ








沖縄県設置の前年の 1878 年 9 月以降、何如璋公使は、寺島宗則外務卿に対して、口頭お





































運びとなった1045。日清両国の外交機関の間で交渉が行われる前の 1880 年 3 月、竹添進一
郎は旧知の李鴻章との筆談「内談」で、いわゆる分島改約案を提議した1046。宍戸公使と総
理衙門による正式の外交交渉は、同年 8 月に北京において開始され、10 月には「琉案条約
1047」は正式調印を待つだけとなっていた1048。その内容は次のとおりである。 
 
   ①日本は宮古・八重山を清国に割譲し、当該諸島と琉球本島の間に日清国境を確定
する。これには、清国はそれらを自国領とせずそこに琉球王朝を再興させ、進貢国
琉球を滅亡から救い宗主国たる体面を保つという含意があった。 







て、宍戸公使は 12 月下旬に総理衙門に照会を発してその不実を責め、10 日間の期限を切っ


























りはない旨を速やかに中国側に伝えるよう 4 月 3 日に回電があり、竹添は同月 6 日に李に



































璣公使に手交したのは 1879 年 5 月 10 日であり、これに対して井上毅が起草した「第一照
覆」が発送されたのは 7 月 16 日だが、『東京タイムズ』に掲載された「覚書」の英訳は、「第
一照覆」で強調された領有根拠がパラフレーズされており、それらの主張に反論する機会
をうかがっていた何公使が反論を書くことを命じたことは十分にありうると思われる。 
『ガゼット』に連載された論説は、「1879 年 10 月 11 日付の『東京タイムズ』に公表さ
れた日本政府の公式聲明と、『ニューヨーク・ヘラルド』に掲載され、『ジャパン・ヘラル








































































  「英文」 
 ARTICLE  Ⅱ. 
 China cedes to Japan in perpetuity and full sovereignty, the following territories together with 
all fortifications, arsenals and public property thereon: 




















































































するきっかけとなった 2010 年 9 月の中国漁船衝突事件以前から、中国では、沖縄の帰属は
未定であるとの趣旨の論文は多く発表されていた1102。 
しかしながら、管見の限り、2000 年以前には、中国においても沖縄の帰属が未定である
との趣旨の論文は発表されていないようである。1997 年 5 月には、新進党の西村真悟衆議


























する井上馨外務卿の反対もあり、領有見送りは 1885 年 12 月段階での政府の正式な結論と
なった1107。しかし、1894 年 8 月 、日清戦争が開戦し、その年末には勝敗がほぼ決定して
いた情勢下にあった同年 12 月 、野村靖内務大臣は、1885 年当時とは事情が異なるとして、
「久場島及び魚釣島へ所轄標杭建設の件」を 1895 年 1 月 の閣議に提出し、尖閣諸島の「久
場島及び魚釣島」を沖縄県所轄とする閣議決定がなされた1108。明治政府が一度は尖閣領有














































2013 年 2 月、『チャイナ・ナイン』等の著者として著名な遠藤誉が「中国共産党も知っ
ていた、蒋介石が『尖閣領有を断った』事実」と題する論文を発表した。同論文は学術論
文とはいえないが、同氏の発言が与える影響は小さくないため、敢えて批判的に検証する













とりが記録された米国の公文書「Foreign relations of the United StatesDiplomatic papers, The 
Conferences at Cairo and Tehran, 1943（カイロおよびテヘラン会談議事録）1123」が印刷され
たのは 1961 年である。ハーバード大学で博士号を取得した台湾籍の国際法学者である丘宏
達は、この公文書を引用した論文「琉球問題研究」を 1970 年に発表し、当時、中華民国が




























める国防最高委員会の秘書庁の付属機関として 1941 年 8 月に国際問題討論会が設置され、
カイロ会談に同席した国防最高委員会秘書長の王寵惠が主任を務めた1130。同討論会は、
1941 年 12 月の「第 2 回会議以降、ほぼ 2 週間に 1 回のペースで開催され1131」、相当期間
の議論を重ねた。対日戦後処理政策の基本文献となる「中日問題解決の基本原則」は、1942









「中日問題解決の基本条件」の策定から 1 年あまりたち、1943 年 8 月 26 日、国際問題
討論会は「日本の無条件降伏後に受理させ、遵守させるべき条項」（「日本無条件降伏受理
条項」）の検討を始めた。すでにイタリアは降伏しており、太平洋でも連合国は優勢に立っ


























第 4節  第二次世界大戦後の中国側の琉球・沖縄政策 
中華民国の琉球政策 
1945 年の抗日戦争勝利後、中華民国では勝利の果実を求める声は次第に強くなり、琉球







1949 年 12 月、共産党軍に内戦で敗れた国府は台湾に遷都する。台湾に移った中華民国





 1953 年 8 月、米国が奄美大島を日本に返還した際、台湾内部では強い不満がわき起こり、






























   （2）釣魚臺列嶼に関しては、中華民国政府は、釣魚臺列嶼を琉球群島と合わせて移  
譲するとの声明を見て、強く驚愕している。 



























る1150。1958 年 11 月、陳毅外交部長は、日米安全保障条約改定に関する声明の中で、「数
年来、日本人民は［中略］、沖縄・小笠原を含む日本領土から米国の一切の軍事基地を撤廃
し、米国の全ての武装力を撤退させることを要求してきた。中国人民は、日本人民のこれ
らの正当な願望に完全に同情し、支持する1151」と表明した。1961 年 10 月、最高指導者の
毛沢東が日本の代表団と会見した際の談話の中で「米帝国主義は、あなたがたの領土沖縄
を占領し、あなたがたの国内に軍事基地を設置しており、あなたがたの国は半占領状態に












































































 第７章 むすびに 公共政策としての「尖閣問題」 
第 1節 「国有化」以降の変化した「現状」 
「国有化」と呼ばれる「閣議決定」の実態とその後の尖閣をめぐる情勢 
近年の尖閣諸島をめぐる大きな事件としては、民主党政権下の 2010 年 9 月に発生した尖
閣諸島沖漁船衝突事件と 2012 年 9 月の野田佳彦内閣による尖閣諸島「国有化」が挙げられ
よう。 




所有者との交渉を妥結に導く」こと等を申し合わせた1165。それを受けた翌 9 月 11 日の閣議
において、「尖閣諸島の平穏かつ安定的な維持・管理に必要な経費として、尖閣諸島の魚釣
島・北小島・南小島の購入に要する経費に充てるため、一般会計予備費 20 億 5000 万円を
使用することとし、その旨を決定し」た1166。しかし、これは当日午前の定例記者会見にお
ける藤村修内閣官房長官による発言であり、首相官邸ホームページの「平成 24 年 9 月 11
日（火）定例閣議案件」を見ると、「一般案件」の 3 件目に「平成 24 年度一般会計予備費
使用について（財務省）1167」とだけしか書かれていない。そこには、「尖閣」や「国有化」
という文言はなく、「購入」とも「所有権取得」とも書かれていない。前日の 5 閣僚による
関係閣僚会合で申し合わせた「尖閣三島の所有権を取得する」ための経費 20 億 5000 万円
を予備費から使用することだけを閣議決定したのである。これが、尖閣「国有化」の閣議
決定と呼ばれる実態である。 
実際に 9 月 11 日の閣議で決定したのは、「予備費使用について」だけであり、「尖閣諸島
の長期にわたる平穏かつ安定的な維持・管理を図るため」に「可及的速やかに尖閣三島の










































































抗することも追求し、2015 年 9 月 19 日、いわゆる安保関連法案が可決・成立した。 
2014 年 7 月 1 日、安倍晋三内閣は、閣議決定により従来の憲法解釈を変更し、限定的な
集団的自衛権の行使を容認した。安保関連法制はこの閣議決定を立法化したものであるが、












































 2015 年 4 月 28 日、日米新ガイドラインと同時に公表された「共同発表」でも再確認さ
れた「尖閣諸島は安保条約第 5 条の適用対象」という米国の方針は、2010 年の漁船衝突事
件以降、ヒラリー・R・クリントン（Hillary R. Clinton）国務長官などが明確に表明していた






















保条約第 5 条に従って出動するか否かは疑問であると言わざるをえない。 
栗山尚一は、「『棚上げ』復活へ両国の共同努力1190」を行うべきであるという。何度か言
及したが、2012 年 9 月の尖閣「国有化」以降の「現状」は変化をみせている。現在の中国
側のいう「棚上げ」で「現状維持」するという「現状」は、「国有化」以前のように日本の
実効支配を黙認するのではなく、中国公船が領海に侵入することを躊躇せず、2016 年 6 月
には中国海軍のフリゲート艦が接続水域を航行し、中国も実効支配をしつつあるという「現
状」である。それでもまだ、中国が一方的に実効支配している訳ではなく、日本の実効支




米国のオバマ政権は、2010 年の漁船衝突事件以降、尖閣諸島が日米安保条約第 5 条の対
象であることを、以前よりも明確に表明しはじめた。しかし、尖閣漁船「衝突事件の 3 週
間前の 2010 年 8 月 16 日、共同通信は米国の尖閣諸島政策が変更された事実をスクープし
ていた1191」と、米国の微妙な政策変更があったことを春名は指摘している。ジョージ・W・





① 尖閣諸島は 1972 年の沖縄の施政権返還以来、日本の施政権下にある。 


























さらには、2014 年 4 月、オバマ米大統領が来日した際の首脳会談後の日米共同記者会見
においても、尖閣が安保条約第 5 条の対象であることと同時に、米国は尖閣諸島の領有権
に関する最終的な決定については特定の立場を取っていないことが確認された1197。 






保条約第 5 条を適用して、米軍が反撃をするかは疑問であるといえよう。 








ましてや、約 20 年先の 2030 年代には中国の GDP は日本の五倍になるといわれてい
ます。さらに、その後、中国は米国の GDP をも抜き去り、2050 年には日本の十倍以上
にもなるという予測さえあるのです1200。 
 
2009 年に日本を抜いた中国の名目 GDP は、2015 年には 11 兆 1815 億ドルとなり、日本
の名目 GDP である 4 兆 1242 億ドルの 2.7 倍にまで成長している。ちなみに、前原が上記


























内戦に敗れて台湾に逃れた蔣介石は、米国と米華相互防衛条約（Mutual Defense Treaty 








   第 4 条【協議】 締約国は、この条約の実施に関し、自国の外務大臣またはその代
理を通じて随時協議する。 









第 4 条【協議】 締約国は、この条約の実施に関して随時協議し、また日本国の安
全または極東における国際の平和及び安全に対する脅威が生じたときはいつでも、い
ずれか一方の締約国の要請により協議する。  





















1954 年 12 月 2 日、ワシントンにおいて、ダレス米国国務長官と葉公超中華民国外交部






第 1 章第 2 節で述べたように、1949 年 10 月に中華人民共和国成立後、蔣介石が国共内戦
に敗れて台湾に逃れてからも、米国は 1950 年 1 月のトルーマン大統領の台湾問題に関する
声明等で台湾不介入を表明していた。しかし、朝鮮戦争の勃発後、台湾に亡命した国府を
活用する政策に転換した。1951 年 1 月、国府を援助する暫定的な行政協定を国府に与え、


















1953 年 7 月 23 日、朝鮮戦争停戦協定が署名され、同年 10 月、米韓相互防衛条約が締結
された。しかし、ダレスはそれでもまだ国府との条約締結には慎重だった。その米国の消
極的な態度を一変させたのは、1954 年 9 月に始まった中国人民解放軍による沿岸諸島への
攻撃であった。9 月 3 日に、解放軍は金門島への砲撃を開始した。同日の砲撃は 1 日で 1 万









求めた。一方、英国は停戦案提出を支持していた。このような状況の中で、1954 年 11 月 2
日から米華防衛条約締結交渉がワシントンで始まり、11 月 24 日の第 9 回目の交渉において





















尖閣諸島問題で米国政府高官である国務省のキャンベル国務次官補は 2012 年 9 月






























































































れているからである1227。その欠落部分について、石井明東大名誉教授は、2012 年 9 月 20
日「行政文書の開示請求」を行った。これに対して、外務大臣から石井明に対して、同年





































実、2010 年 9 月のこの事件［漁船衝突事件］発生の前には、尖閣諸島付近の海域では
相当数の（一説によれば、多いときには 80 隻もの）中国漁船が操業していたといわれ
ている。つまり、自民党政権も、尖閣諸島問題を事実上「棚上げ」していたのである1231。 
    















黙の了解には反しないという主張である1235」と春名幹男はいう。1992 年 10 月には、歴史
上初の天皇訪中が実現した。その計画に影響することを恐れて日本政府は強い抗議をため
らったという一面もあったとは推察する1236。当時の中国は 1989 年 6 月 4 日の天安門事件










































































































































































































































































2012 年 9 月の野田内閣による尖閣「国有化」以降、中国公船による接続水域への入域は









習近平が 2013 年 7 月に述べた「搁置争议、共同开发（擱置争議、共同開発＝争いは棚上
げにし、共同開発する）」という方針は、1978 年の日中平和友好条約締結時の鄧小平以来、
中国側が一貫して主張し続けている方針である。 

















2014 年 11 月の日中首脳会談以降、交渉が再開された防衛当局間による「不測の事態の
回避・防止のための取組1272」、特に、日中防衛当局間の海上連絡メカニズムを構築すること





流継続の働きかけを行ってきたが、2014 年 11 月 10 日の安倍晋三総理大臣と習近平国家主

























2009 年 11 月の日中防衛相会談において、両国の共通認識に基づく交流を引き続き着実に
実行・推進することなどの合意事項を含む「共同プレス発表」を発出するとともに、会談














敬浩 2 等海佐も、「わが国の海洋戦略について 海上事故防止協定（INCSEA）の国際制度

























デートを沖縄返還協定締結の 1971 年 6 月 17 日にもってくることにより、日本にとって実





































































































































中国の領土問題について論じた M・テイラー・フラベル（M. Taylor Fravel）の『強い国
境・守られた国家 中国の領土係争における協力と衝突1309』や東京大学教授の川島真1310に





























































































巳記者が 2012 年 9 月の『WEDGE Infinity』に以下のように書いている。 
 











































戴秉国は 2010 年 12 月、国務委員として論文「平和発展の道を堅持する（坚持走和平发展
道路）1324」を発表し、中国は大国になっても平和発展の道を堅持するとのメッセージを発











2014 年 11 月 7 日、日中首脳会談の実現に向け、谷内正太郎国家安全保障局長と楊潔篪
国務委員は北京で会談し、以下の 4 項目について合意した。 
 






















で報道した。「氷を砕く」とは 2006 年 10 月の安倍晋三首相の訪中を指して言われた言葉で






















裁裁判で、2016 年 7 月 12 日に中比間の国連海洋法付属書Ⅶに基づく南シナ海に関わる仲







































岩」（The rock of Oki-no-Tori）の呼称は 452、457 のパラグラフで用いている。たとえば、









































































る中間線ではなく領海 3 カイリ時代の当時の 12 カイリ漁業水域を基に 12 カイリ大陸棚を
チャンネル諸島に認めた判決の例のように、日本は尖閣諸島から 24 カイリの接続水域を、
















ことや、「クリチカル・デートを沖縄返還協定締結の 1971 年 6 月 17 日にもってくることに
より1360」、「無主地先占のほかに」、「継続的かつ平和的な主権の発現」という権原（パルマ













































では、米英ソと並び、四大国と呼ばれ戦勝国となった中華民国は、1945 年 10 月に台湾
を自国領に編入した際に、なぜ、尖閣の領有を主張しなかったのだろうか？ 
機密解除された中華民国の公文書を調査した邵漢儀によれば、尖閣諸島の主権問題が争
いとなった 1970 年までの中華民国の経緯は以下の通りだという。 














































である。また、1968 年 7 月に「琉球新報」が台湾人による“不法占拠”を大々的に報じる
までは、施政権を有していた米国も十分な取り締まりをしていなかった。さらに、日本政
府として尖閣が日本の領土だと初めて明確に表明したのは 1970 年 9 月であり、1895 年の
尖閣領有の閣議決定は国際法上の「先占の法理」に基づいたものである旨を答弁したのは
1972 年 3 月である。外務省には、実は 1933 年に作成された「国際法先例彙輯(2) 島嶼先占」
があり、そこには島嶼先占の例として、尖閣諸島が例示されていたにもかかわらず、1972
年に至るまでその資料も探せなかったことが推察されるのである。 
 結局のところ、第 5 章第 1 節でも触れたように、1972 年 9 月の国交正常化交渉の際に周
恩来が田中角栄に述べた通り、尖閣諸島については「石油が出るから、これが問題になっ
































































































領域主権をめぐる問題の解決は、100 対 0 ということはありえず、必ず互いに妥協が必要
となる。しかし、現在の日中間のように国民感情の悪化が進めば、第 5 章第 4 節の「固有
の領土論」の問題性として取り上げた「領土ナショナリズムの魔力1393」がますます増殖す
る。米国の政治地理学者であるジョン・アグニュー（John A. Agnew）も「政治学や国際関







えた人の割合は日本側で 28.7％から 51.7％に、中国側で 18.6％から 32.3％に跳ね上がって
いる（いずれも前年比）。同じく、尖閣「国有化」の翌年の 2013 年の調査では、「悪い/ど
ちらかといえば悪い」と答えた人の割合は日本側で 53.7％から 79.7％に、中国側では 41％






1984 年の 9 月から 10 月にかけて、3000 人の日本の若者が胡耀邦総書記の招きで中国を
訪れた。この空前の規模の青年交歓活動は、中日往来史に多くの美談を残し1399、今からみ





にくいという1400。また 1980 年代に放映された NHK 特集「日中共同制作 シルクロード 
絲綢之路」は、外国メディアにより中国領土内のシルクロードの取材が認められた初めて
のドキュメンタリー・シリーズで、喜多郎の幻想的なテーマ曲とともに大きな関心と反響

































言をふまえ、2009 年 10 月、西松建設は、強制連行・労働事件の事実を認め、謝罪をし、
受難者に対する補償、慰霊、記念碑設立等のために和解金として 2 億 5000 万円を支払うと
する内容の和解が成立した。また 2016 年 6 月 1 日には、三菱マテリアルが元労働者に謝罪




ら解き放たれることは容易ではなく、2008 年 6 月に日中共同で発表された「東シナ海にお

























めぐる国会答弁を中心に――」を提出した 2014 年 1 月以降、日本の国内政治および日中関
係、日米関係には大きな変化があった。同年 7 月 1 日、安倍晋三内閣は、閣議決定により
従来の憲法解釈を変更し、限定的な集団的自衛権の行使を容認した。同年 11 月 10 日には、
安倍総理と習近平国家主席との首脳会談が実現した。 





取れる答弁もしている。筆者は、2014 年 9 月に刊行された月刊誌に、このような現実的な
答弁をした安倍晋太郎の息子が安倍晋三首相であることに「歴史の因縁を感じる1412」とす






2015 年 4 月には、日米安全保障協議委員会において日米新ガイドラインが承認された。






































景を取り上げた。1950 年代には外務省の局長らが島の名前も認識しておらず、1970 年 9
月までは日本政府が尖閣諸島の領有権を明言してこなかった事実を指摘した。 








三清徳丸事件をとりあげた翌 1955 年 7 月には、外務省アジア局長は「琉球の一番南の方の
台湾に近い島、非常に小さな島のようでありますが、その島の領海内で…1420」と答え、日
本政府が尖閣諸島の島の名前を認識していなかったことがうかがえる。 
1967 年 6 月、「尖閣群島に先ごろから台湾の人が住みついて」いる問題が指摘されたが、
沖縄問題の担当大臣は、領有権の問題には触れず、「何ら報告を受けておりません」と答弁
した1421。同年 7 月には、佐藤栄作首相は「施政権者から話さすのが本筋だ1422」などと答
弁し、「潜在主権（または残存主権）がある」とは主張しなかった。また、翌 1968 年 8 月
に、外務省アメリカ局長は、領海侵犯等を「まことに遺憾なる事態1423」とは述べたものの、
尖閣諸島の帰属について明言しなかった。 
しかしながら、1970 年の 4 月 15 日、参議院予算委員会の分科会で、山中貞則総理府総
278 
 
務長官が「明らかに石垣島に属する島でございまする1424」と初めて答弁した。同年 8 月 10
日には、愛知揆一外相が、尖閣列島については「南西諸島の一部である1425」旨を答弁した。
同年 9 月 7 日には、外務省の山崎敏夫参事官が、「領有権に関しましてはまさに議論の余地
のない」「明らかにわれわれの領土」との表現を用いて、初めて明示的に日本が領有権を持
つ旨を答弁している1426。尖閣諸島の領有権に関する最初の明確な大臣答弁である「どこの
国とも交渉するという筋合いのものではない1427」は、この 3 日後の 9 月 10 日の愛知揆一





第 3 章では、1885 年から 1895 年の尖閣領有の閣議決定に至る過程を再検証した。 
内務卿山縣有朋による「沖縄県近海無人島巡視取調」と「国標建設」の内命を受けた沖








建設＝尖閣領有の見送りは 1885 年 12 月の政府の正式な結論となった。 
他方、1885 年以降、古賀辰四郎が尖閣諸島に渡航し、鳥毛の採取や漁業に従事し、他に
も、尖閣諸島で漁業その他を行う者が現れるようになった。そこで丸岡莞爾沖縄県知事は、
水産業の取り締まりのため、1890 年 1 月 に内務大臣宛に、無人島魚釣島ほか 2 島を八重
山島役所の所轄にしてほしいとの伺いを出した。さらに 1893 年 11 月にも、奈良原繁沖縄
県知事は内務、外務両大臣宛に同様の上申をした。また 1894 年には、古賀辰四郎が内務、
農商務両大臣に尖閣諸島開拓の許可を願い出たが、認められなかった。一方、 1894 年 8 月 
1 日、日清戦争が勃発し、同年末には勝敗がほぼ決定していた。そのような情勢下の同年
12 月 27 日、野村靖内務大臣は、1885 年当時とは事情が異なるとして、「久場島及び魚釣
島へ所轄標杭建設の件」の閣議提出について、陸奥宗光外務大臣の意見を求めた。翌 1895
年 1 月 11 日、陸奥外相は、外務省としては別段異議がない旨回答した。このような経緯

























かわらず、1969 年 5 月 9 日に石垣市が標識を設置した。1968 年に ECAFE が周辺海域に
おける海底資源埋蔵の可能性を発表したことで、領有権問題が顕在化し始めたからである。 






1970 年 12 月、愛知揆一外相は、尖閣諸島について「固有の日本の領土」と答弁し、固
有の領土論を初めて展開した。 
1970 年 9 月 10 日、マクロスキー米国務省報道官は、尖閣諸島について「主権の対立が
ある場合には、右は関係当事者間で解決さるべき事柄であると考える」と記者会見におい











解釈として、矢吹晋は、ロジャース国務長官の書簡を挙げている。これは、1971 年 10 月





















































協議していた。このような米国及び中華民国との協議は 1970 年 9 月 8 日まで続いていた背





























2004 年 3 月、中国人活動家 7 人が魚釣島に上陸した際の小泉政権は、上陸した活動家た
ちを逮捕はしたものの、送検は見送った上で強制送還するという「政治判断」を下した。







一方、民主党政権下の 2010 年 9 月 7 日午前 10 時過ぎ、尖閣諸島沖で海上保安庁の巡視
船に中国の漁船が衝突するという事件が発生した。7 日午後 10 時 30 分、海上保安本部は
那覇地方裁判所に中国人船長の逮捕状を請求、翌 8 日午前 2 時過ぎに、この船長を公務執
行妨害の容疑で逮捕した。民主党の菅政権は、逮捕した船長を起訴する構えをみせ、逮捕
した船長を強制送還にはせず、9 月 19 日に那覇地方検察庁石垣支部は拘留期限延長を請求

























測から、2008 年 6 月に日中両政府が合意した共同開発に関する具体的な協議は、2010 年
の尖閣諸島沖漁船衝突事件以降、再開されていない。しかし、2016 年 12 月 9 日の日中高
























おいて先住民との関係で使われる言葉である。19 世紀や 20 世紀に国家が押さえた領土を、
























































尖閣諸島問題が先鋭化するきっかけとなった 2010 年 9 月の中国漁船衝突事件以前から、
中国では、沖縄の帰属は未定であるとの趣旨の学術論文は多く発表されていた。 























は、翌 1874 年 4 月に台湾出兵（征台の役）を強行した。明治政府が最初に行った海外出兵





いたため、1879 年 3 月 27 日、処分官に任命された内務大書記官の松田道之率いる 160 余
名の警官と熊本鎮台分遣隊半大隊 400 名は、首里城を占拠して「琉球藩を廃して沖縄県を
置くこと」を宣告し、4 月 4 日には全国に布告された。いわゆる狭義の「琉球処分」である。 
しかし、その前にも後にも琉球王府の抵抗と、清国の抗議は続いていた。1878 年 9 月に
は、駐日本清国公使の何如璋は、日本側の対応を激しく非難した。琉球の「所属」をめぐ
る日清両国間の東京交渉が、事実上の決裂状態に陥っていた 1879 年 7 月、前米国大統領で
あるグラント将軍が日清間の調停に乗り出し、琉球の「所属」をめぐる日清間の外交交渉









































































































































返還要求が強くなる。1949 年 12 月、共産党軍に内戦で敗れた国府は台湾に遷都する。台
湾に移った中華民国政府は、1951 年のサンフランシスコ講和会議に招請されず、1952 年 2
月より台北において日本と講和条約締結交渉を行った。その交渉の際、国府は琉球問題を
提起していない。1953 年 8 月、米国が奄美大島を日本に返還した際、台湾内部では強い不
満がわき起こり、外交部は 11 月 24 日、米国駐中華大使に向けて抗議する備忘録を提出し
た。これは、中華民国の琉球問題に対する基本的立場を変更するもので、これにより、「『中
華民国』は現在に至るまで琉球の主権帰属権に関し日本に異議を唱える唯一の『国家』と
















































を決定したのは、その前日の 2012 年 9 月 10 日に開催された「尖閣諸島の取得・保有に関
する関係閣僚会合」である。同会合は、内閣官房長官、総務副大臣（総務大臣（代理））、
外務大臣、財務大臣、国土交通大臣の関係 5 閣僚によって開催され、野田佳彦総理は出席






























というだけの理由ではなく、第 5 章第 3 節で述べたような国連海洋法条約批准後の海洋主
権めぐる中国側の外交姿勢の変化も大きな要因であると考えられる。 











は、沖縄返還協定が調印された 1971 年 6 月 17 日に米国務省のブレイ報道官が「米国政府
は、尖閣列島の主権について中国政府と日本との間に対立があることを承知している。米
国はこれらの島々の施政権を日本に返還することは、中国の根元的な主張をそこなうもの




































































2014 年 11 月 7 日、日中首脳会談の実現に向け、谷内正太郎国家安全保障局長と楊潔篪
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では、米英ソと並び、四大国と呼ばれ戦勝国となった中華民国は、1945 年 10 月に台湾
を自国領に編入した際に、なぜ、尖閣の領有を主張しなかったのだろうか？機密解除され













に達した。第 2 章で詳述したように、1955 年には、第三清徳丸事件で日本人の被害者が出
たにもかかわらず、外務省の局長も、事件が起きた付近の島の名前を把握していなかった
のである。また、1968 年 7 月に「琉球新報」が台湾人による“不法占拠”を報じるまでは、
施政権を有していた米国も十分な取り締まりをしていなかった。さらに、日本政府として
尖閣が日本の領土だと明確に答弁したのは 1970 年 9 月であり、国際法上の「先占の法理」
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を調印し、1911 年 5 月 9 日に発効された。イタリア国王による判決は 1931 年 1 月 28



















7 月 10 日にノルウェーは東部グリーンランドは自国の主権のもとにあると宣言した。両











651 The Minquiers and Ecrehos Case  フランス本土のノルマンジーの西、ブルターニュの北
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 たとえば中国では、専門家にインタビューし、以下のように報道された。 
 解读 中日首次明确存钓鱼岛争端，靖国神社问题必须正确处理 
 人民网 11 月 7 日消息，今日，国务委员杨洁篪与来访的日本国家安全保障局长谷内正太郎
举行会谈，双方就处理和改善中日关系达成四点原则共识。具体内容为： 
        一、双方确认将遵守中日四个政治文件的各项原则和精神，继续发展中日战略互惠关系。 
        二、双方本着“正视历史、面向未来”的精神，就克服影响两国关系政治障碍达成一些
共识。 




                                                                                                                                                     
        四、双方同意利用各种多双边渠道逐步重启政治、外交和安全对话，努力构建政治互信。 
        人民网记者就此采访多名专家，第一时间解读四点原则共识在当下中日双方外交关系中
的意义。 
   1、四点原则共识中，最大的看点是什么？ 
        解读人：高洪（中国社科院日本研究所副所长） 
        这次中日达成的四点原则共识，为两国关系逐步走出低谷创造了必要条件，使两国关系
走上良性发展的轨道成为可能。其中一个重要看点，就是第一次以见诸文字的表达，明确
了中日在钓鱼岛及东海存在主权争端，双方强调存在不同主张，这一点非常重要。 







        有了这样一个原则共识的记录，就打消了日方肆意歪曲外交历史事实、肆意解释两国关
于东海和钓鱼岛争端的可能性。今后取代默契，我们就有了明契，这在外交意义上特别有
价值。 
  2、 四点原则共识中“正视历史、面向未来”的表述意味着什么？ 
        解读人：曲星（中国国际问题研究院院长） 
        曲星在接受央视采访时指出，四点原则共识的第二点谈到的，实际上是双方怎么对待历
史的问题。这里非常清楚的说到，要“正视历史，面向未来”，用了“正视”这个词，就是
说日本在历史上进行过侵略战争，这一点必须要正视。 








        3、四点原则共识为何提到要“逐步重启”政治、外交和安全对话？ 
        解读人：杨伯江（中国社科院日本研究所副所长） 





        4、四点原则共识建立起来之后，下一步双方应采取什么行动？ 
        解读人：曲星（中国国际问题研究院院长） 









                                                                                                                                                     
背后是什么呢？说明双边关系的发展、遗留历史问题的解决，可能是一个逐步的长期的过
程，不可能一蹴而就。 








        1972 年 9 月 29 日，周恩来总理和日本首相田中角荣在北京签署《中日联合声明》，宣布
中日之间的不正常状态结束，并正式建立外交关系。 
        中日联合声明的重要内容包括：中日之间的不正常状态宣告结束；日本承认新中国政府
为中国唯一合法政府；中日建交；中国宣布放弃对日本国的战争赔偿要求；两国相互确认，
用和平手段解决一切争端，而不诉诸武力和武力威胁；反对建立和谋求霸权等等。 
        1978 年 8 月 12 日，《中日和平友好条约》在北京签字，华国锋、邓小平、廖承志出席，
黄华和日本外务大臣圆田直分别代表本国在条约上签字。这是继 1972 年 9 月中日联合声明
发表、中日两国邦交正常化公报以来，两国关系史上又一新的里程碑。 
        《条约》基本内容是：双方在和平共处五项原则的基础上，发展两国间持久的和平友好
关系；在相互关系中，用和平手段解决一切争端，而不诉诸武力和武力威胁；双方将本着
睦邻友好的精神，按照平等互利互不干涉内政的原则，为进一步发展两国之间的经济关系
和文化关系，促进两国人民的往来而努力；条约有效期为 10 年。 
   1998 年 11 月 26 日，中国国家主席江泽民访日期间，中日双方发表《中日联合宣言》，
宣布两国建立“致力于和平与发展的友好合作伙伴关系”。 
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在中日渔区范围划分上，中国政府与盟军总司令部( 简称“盟总”) 之间发生了严重分
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(2) 1954 年 3 月 26 日 第 19 回国会 参議院大蔵委員会会議録第 25 号  















(3) 1955 年 7 月 26 日 第 22 回国会 衆議院外務委員会議録第 37 号 



























































































































                                                                                                                                                     






○山野幸吉 総理府特別地域連絡局長 よく情報をとってみたいと思っております。 
 




































































































(10) 1970 年 4 月 15 日 第 63 回国会 参議院予算委員会第一分科会（皇室費、国会、裁判所、
会計検査院、内閣、総理府（防衛庁、経済企画庁、科学技術庁を除く）及び法務省所管並びに
他分科会の所管外事項）会議録第 3 号 
































(11) 1970 年 8 月 10 日 参議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会（第 63 回国会閉会後）会
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(14) 1970 年 9 月 10 日 第 63 回国会 衆議院外務委員会議録第 19 号（閉会中審査） 
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(20) 1970 年 12 月 16 日 第 64 回国会 参議院沖縄及び北方問題に関する特 





























































































































































































































(24) 1972 年 3 月 21 日 第 68 回国会 衆議院予算委員会第二分科会議録（会計検査院、防衛庁、
































                                                                                                                                                     
一貫してわが国の領土たる南西諸島の一部を構成し、」こう回答書にあります。この「歴史的に
一貫して」ということは、いつからの歴史ですか。 
○福田赳夫 外務大臣 明治十八［1885］年よりであります。 





































































































































                                                                                                                                                     
あります。 
 














































































































































                                                                                                                                                     
 
(26) 1972 年 3 月 25 日 第 68 回国会 衆議院予算委員会第四分科会議録（農林省、通商産業省






























































































































































































































































































































































































                                                                                                                                                     
結果になったということを憂えておるんですよ。 

















































○中江 局長 そのとおりでございます。 
 
(32) 1978 年 4 月 19 日 第 84 回国会 衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第 6 号 
○上原康助 委員（日本社会党） 一九七二年の九月の日中首脳会談において尖閣問題、いわ
ゆる尖閣諸島の件についてどういう話し合いがあったのか、御答弁を願いたいと思います。 




























































































































































































































































































































































































































































○柳谷謙介 外務省アジア局長 お答えいたします。 
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 (45) 1995 年 12 月 12 日 第 134 回国会 参議院外務委員会会議録第 10 号 





























































































































○加藤 局長 ある時点においてそのような事実があったと承知いたしております。 



































































○加藤 局長 その当時、この問題につきまして外交ルートを通じ申し入れを行っております。 
 

















































































































































                                                                                                                                                     
務執行妨害事案であったということで、日本の法律に基づいて対応させていただいた、こういう
ことでございます。 
○神風 委員 この問題というのは、まさに暗黙の了解であります
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ので、こういう場でなかなか
．．．．．．．．．．
コメントできない部分もあろうかなと思っております
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
が、ぜひ引き続き毅然たる対応をお願い
したいと思います。 
 
 
 
